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原子力災害対策指針及び関係規則等の改正案に対する 

意見募集の実施並びに相対的にリスクが小さい原子力施設等 

の事業者によるＥＡＬの見直しの結果報告 

 

令和５年８月２日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

  本議題は、原子力災害対策指針1（以下「指針」という。）、原子力災害対策

特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則2（以

下「通報規則」という。）及び原子力災害対策指針の緊急事態区分を判断する

基準等の解説3（以下「解説内規」という。）の改正案並びに意見募集の実施の

了承について諮るものである。 

また、近畿大学原子力研究所など相対的にリスクが小さい原子力施設等につ

いて、原子力事業者による施設毎の緊急時活動レベル（以下「ＥＡＬ」という。）

の設定の見直しが完了したことから、併せて報告するものである。 

 

２．経緯 

令和４年度第１４回原子力規制委員会（令和４年６月１日）において、沸騰

水型軽水炉（以下「ＢＷＲ」という。）の特定重大事故等対処施設の審査状況

を踏まえ、緊急時活動レベルの見直し等への対応に係る会合（以下「ＥＡＬ会

合」という。）を再開し、ＢＷＲを対象に新たに追加される特定重大事故等対

処施設及び自主対策設備（以下「特重施設等」という。）を考慮したＥＡＬに

見直すこととなった。 

今般、ＥＡＬ会合にて、ＥＡＬの判断基準に特重施設等を含めることができ

るか否か等の整理を行った結果、ＥＡＬの改正の方針（参考１）について原子

力規制庁と原子力事業者の間で共通の認識が得られたため、その方針に沿って、

以下のとおり指針等の改正を行う。 

なお、令和２年度第３５回原子力規制委員会（令和２年１０月２８日）にお

いて、加圧水型軽水炉（以下「ＰＷＲ」という。）を対象に特重施設等を考慮

したＥＡＬの見直しを行っており、今回の改正は、ＰＷＲにおける改正と同様、

既存のＥＡＬの枠組み等を変えるものではなく、ＢＷＲの特重施設等を考慮し

た改正を行うものである。 

 
1 原子力災害対策指針（平成３０年原子力規制委員会告示第８号） 
2 原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則（平成２４年文

部科学省・経済産業省令第２号） 
3 原子力災害対策指針の緊急事態区分を判断する基準等の解説（原規総発第 1707052 号（平成２９年７月

５日原子力規制委員会決定）） 

資料４ 
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３．原子力災害対策指針及び関係規則等の改正案（委員会了承事項） 

  以下に示す改正案について、了承いただきたい。 

（１）原子力災害対策指針の一部を改正する告示案（別紙１） 

 ①原子炉制御室等に関する異常 

   ＢＷＲのＥＡＬ判断基準に特定重大事故等対処施設である緊急時制御室を

追加する。 

②記載の適正化 

  不要な定義規定を削除するなど、記載の適正化を行う。 

（２）原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象

等に関する規則の一部を改正する規則案（別紙２） 

 ①原子炉制御室等に関する異常 

  上記（１）①と同じ。 

 ②記載の適正化 

  上記（１）②と同じ。 

（３）原子力災害対策指針の緊急事態区分を判断する基準等の解説の一部改正

案（別紙３） 

 ①原子炉冷却機能の異常（注水機能の喪失） 

   「全ての非常用炉心冷却装置等」に特重施設等が含まれることを明文化す

る。 

 ②電源供給機能の異常（その１：交流電源喪失） 

   「非常用交流母線」への供給設備に特重施設等が含まれることを明文化す

る。 

 ③電源供給機能の異常（その２：直流電源喪失） 

   「非常用直流母線」への供給設備に重大事故等対処施設が含まれることを

明文化する。 

また、非常用直流母線を経由せずに負荷に直接電力を供給する系統構成の電

源も含める。 

 ④原子炉制御室等に関する異常 

   上記（１）①と同じ。 

 ⑤原子炉格納容器圧力逃がし装置の使用 

   「原子炉格納容器圧力逃がし装置」に同等の機能を有する設備が含まれる

ことを明文化する。 

 ⑥記載の適正化 

  上記（１）②と同じ。 
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４．意見募集の実施（委員会了承事項） 

  指針、通報規則及び解説内規は、行政手続法（平成５年法律第８８号）の命

令等に該当するため、行政手続法第３９条第１項に基づく意見公募を実施す

ることを了承いただきたい。 

 

  実施期間：令和５年８月３日（木）から９月３日（日）まで（３２日間） 

  実施方法：電子政府の総合窓口（ｅ－Ｇｏｖ）及び郵送 

 

５．今後の予定 

  意見公募を実施した後、意見公募の結果について、原子力規制委員会に報告

を行い、提出意見への回答についてご了承をいただくとともに、指針、通報規

則及び解説内規の改正案について決定をいただきたい。 

 

６．相対的にリスクが小さい原子力施設等におけるＥＡＬ見直し状況（報告） 

令和３年７月に発生した近畿大学における警戒事態を踏まえた対応として、

令和４年度第１４回原子力規制委員会（令和４年６月１日）において、以下の

点が了承された。 

・相対的にリスクが小さい原子力施設におけるＥＡＬの見直し方針 

・原子力規制庁が原子力事業者防災業務計画の修正において、これらのＥＡ

Ｌの見直しが適切になされているか確認すること 

今般、相対的にリスクが小さい原子力施設等について、原子力事業者による

施設毎のＥＡＬの見直しが行われた。（別紙４①～⑥） 

また、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の高速増殖原型炉もんじゅ

及び材料試験炉ＪＭＴＲの廃止措置の進捗に伴い、以下のとおりＥＡＬの見直

しが行われた。 

・「もんじゅ」のＥＡＬの見直し 

原子炉及び炉外燃料貯蔵槽（ナトリウム）にあった燃料は全て取り出さ

れ燃料池（水）で貯蔵することになり、指針に規定されている施設区分を

変更したことによる見直し及び燃料が十分冷却されていることを踏まえ

た見直し（別紙４⑦） 

・「ＪＭＴＲ」のＥＡＬの見直し 

燃料が全て使用済燃料貯蔵槽で保管されており、燃料が十分に冷えてい

ることを踏まえた見直し（別紙４⑧） 

原子力規制庁は、これらの原子力事業者が行った原子力事業者防災業務計画

の修正の内容を確認したところ、ＥＡＬの見直しが適切になされたことを確認

した。 
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＜資料一覧＞ 

 別紙１ 原子力災害対策指針の一部を改正する告示（案） 

 別紙２ 原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき

事象等に関する規則の一部を改正する規則（案） 

 別紙３ 原子力災害対策指針の緊急事態区分を判断する基準等の解説の一部

改正（案） 

 別紙４ 近畿大学の警戒事態の発生を踏まえた相対的にリスクが小さい原子

力施設における EAL 見直し状況及びもんじゅ、JMTR の EAL 見直し状

況について 

 参考１ 緊急時対応レベル（ＥＡＬ）の見直しについて（案）（第１１回緊急

時活動レベルの見直し等への対応に係る会合 資料２） 

参考２ 緊急時活動レベル（ＥＡＬ）とは 

以上 

4



  

1 

○
原
子
力
規
制
委
員
会
告
示
第 

 
 

号 
原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法

の
二
第
一
項
の
規
定
に
基

原

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

公
布
の
日

か
ら
適
用
す
る

 

令
和 

年 
 

月 
 

 

日 

原
子
力
規
制
委
員
会
委
員
長 

山
中 

伸
介 

次
の
表

改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め

改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応

し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定

そ
の
標
記
部
分
が

同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改

そ
の
標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正

前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し

改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正

後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲

削

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前

欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲

加
え
る

 

別
紙

 

5



 

 

2 

改        正        後  改        正         前  

表２ 各緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組みについて 
１．沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限り、東京電力ホールデ

ィングス株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設のうち、１号

炉、２号炉、３号炉及び４号炉を除く。）に係る原子炉の運転等

のための施設（当該施設が炉規法第４３条の３の６第１項第４号

の基準に適合しない場合又は原子炉容器内に照射済燃料集合体が

存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 

（⑭に掲げるものについては、中部電力株式

会社浜岡原子力発電所に設置される原子炉に

係る原子炉の運転等のための施設に限る。） 

緊急事態区分

における措置

の概要 

① （略） 

② 原子炉の運転中に保安規定で定められた

数値を超える原子炉冷却材の漏えいが起こ

り、定められた時間内に定められた措置を

実施できないこと、又は原子炉の運転中に

非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原

子炉冷却材の漏えいが発生すること。 

（略） 

表２ 各緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組みについて 
１．沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限り、東京電力ホールデ

ィングス株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設のうち、１号

炉、２号炉、３号炉及び４号炉を除く。）に係る原子炉の運転等

のための施設（当該施設が炉規法第４３条の３の６第１項第４号

の基準に適合しない場合又は原子炉容器内に照射済燃料集合体が

存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 

（⑭に掲げるものについては、中部電力株式

会社浜岡原子力発電所に設置される原子炉に

係る原子炉の運転等のための施設に限る。） 

緊急事態区分

における措置

の概要 

① （略） 

② 原子炉の運転中に保安規定（炉規法第４

３条の３の２４に規定する保安規定をい

う。以下同じ。）で定められた数値を超え

る原子炉冷却材の漏えいが起こり、定めら

れた時間内に定められた措置を実施できな

いこと、又は原子炉の運転中に非常用炉心

（略） 
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③～⑦ （略） 

⑧ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤

室からの原子炉の運転や制御に影響を及ぼ

す可能性が生じること。 

 

 

 

 

 

 

 

⑨～⑰ （略）  

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

（略） （略） 

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材

の漏えいが発生すること。 

③～⑦ （略） 

⑧ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤

室（実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（平成２５年原子力

規制委員会規則第６号）第３８条第４項及

び研究開発段階発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則（平成２５年

原子力規制委員会規則第１０号）第３７条

第４項に規定する装置が施設された室をい

う。以下同じ。）からの原子炉の運転や制

御に影響を及ぼす可能性が生じること。 

⑨～⑰ （略）  

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

（略） （略） 

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分
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における措置

の概要 

①～⑩ （略） 

⑪ 原子炉制御室が使用できない場合に原子

炉制御室外操作盤室若しくは緊急時制御室

が使用できなくなること、又は原子炉若し

くは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場

合に原子炉施設の状態を表示する全ての装

置若しくは原子炉施設の異常を表示する全

ての警報装置（いずれも原子炉制御室及び

緊急時制御室に設置されたものに限る。）

が使用できなくなること。 

（略） 

⑫～⑭ （略）  
 

における措置

の概要 
①～⑩ （略） 
⑪ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤

室が使用できなくなることにより原子炉を

停止する機能及び冷温停止状態を維持する

機能が喪失すること、又は原子炉若しくは

使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に

おいて、原子炉制御室に設置する原子炉施

設の状態を表示する装置若しくは原子炉施

設の異常を表示する警報装置の全ての機能

が喪失すること。 

（略） 

⑫～⑭ （略）  
 

 

２．加圧水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉の

運転等のための施設（当該施設が炉規法第４３条の３の６第１項

第４号の基準に適合しない場合又は原子炉容器内に照射済燃料集

合体が存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

 

２．加圧水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉の

運転等のための施設（当該施設が炉規法第４３条の３の６第１項

第４号の基準に適合しない場合又は原子炉容器内に照射済燃料集

合体が存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 
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（略） （略） 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

（略） （略） 

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

①～⑨ （略） （略） 

⑩ 原子炉制御室が使用できない場合に原子

炉制御室外操作盤室が使用できなくなるこ

と、又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽

に異常が発生した場合に原子炉施設の状態

を表示する全ての装置若しくは原子炉施設

の異常を表示する全ての警報装置（いずれ

も原子炉制御室に設置されたものに限

る。）が使用できなくなること。 

 

⑪～⑬ （略） 

 

（略） （略） 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

（略） （略） 

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

①～⑨ （略） （略） 

⑩ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤

室が使用できなくなることにより原子炉を

停止する機能及び冷温停止状態を維持する

機能が喪失すること、又は原子炉若しくは

使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に

おいて、原子炉制御室に設置する原子炉施

設の状態を表示する装置若しくは原子炉施

設の異常を表示する警報装置の全ての機能

が喪失すること。 

⑪～⑬ （略） 
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３．ナトリウム冷却型高速炉（炉規法第２条第５項に規定する発電

用原子炉に限る。）に係る原子炉の運転等のための施設（原子炉

容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

（略） （略） 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

（略） （略） 

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

①～⑧ （略） （略） 

⑨ 原子炉制御室が使用できない場合に原子

炉制御室外操作盤室が使用できなくなるこ

と、又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽

 

 

３．ナトリウム冷却型高速炉（炉規法第２条第５項に規定する発電

用原子炉に限る。）に係る原子炉の運転等のための施設（原子炉

容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

（略） （略） 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

（略） （略） 

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

①～⑧ （略） （略） 

⑨ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤

室が使用できなくなることにより原子炉を

停止する機能及び冷温停止状態を維持する

 

10



 

 

7 

に異常が発生した場合に原子炉施設の状態

を表示する全ての装置若しくは原子炉施設

の異常を表示する全ての警報装置（いずれ

も原子炉制御室に設置されたものに限

る。）が使用できなくなること。 

 

⑩～⑫ （略） 

 

４．～６． （略） 

 

７．使用済燃料貯蔵槽内にのみ照射済燃料集合体が存在する原子炉

に係る原子炉の運転等のための施設（実用発電用原子炉に係るも

のにあっては、炉規法第４３条の３の６第１項第４号の基準に適

合するものに限る。）であって、試験研究用原子炉施設及び照射

済燃料集合体が十分な期間にわたり冷却されたものとして原子力

規制委員会が定めた施設以外のもの 

警戒事態を判断するＥＡＬ 

（⑧に掲げるものについては、中部電力株式

会社浜岡原子力発電所に設置される原子炉に

係る原子炉の運転等のための施設に限る。） 

緊急事態区分

における措置

の概要 

（略） （略） 

機能が喪失すること、又は原子炉若しくは

使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に

おいて、原子炉制御室に設置する原子炉施

設の状態を表示する装置若しくは原子炉施

設の異常を表示する警報装置の全ての機能

が喪失すること。 

⑩～⑫ （略） 

 

４．～６． （略） 

 

７．使用済燃料貯蔵槽内にのみ照射済燃料集合体が存在する原子炉

に係る原子炉の運転等のための施設（実用発電用原子炉に係るも

のにあっては、炉規法第４３条の３の６第１項第４号の基準に適

合するものに限る。）であって、試験研究用原子炉施設及び照射

済燃料集合体が十分な期間にわたり冷却されたものとして原子力

規制委員会が定めた施設以外のもの 

警戒事態を判断するＥＡＬ 

（⑧に掲げるものについては、中部電力株式

会社浜岡原子力発電所に設置される原子炉に

係る原子炉の運転等のための施設に限る。） 

緊急事態区分

における措置

の概要 

（略） （略） 
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施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

①～③ （略） 

④ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤

室の環境が悪化することにより原子炉の制

御に支障が生じること、又は使用済燃料貯

蔵槽に異常が発生した場合において、原子

炉制御室に設置する原子炉施設の状態を表

示する装置若しくは原子炉施設の異常を表

示する警報装置の機能の一部が喪失するこ

と。 

（略） 

⑤～⑧ （略）  

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 

（沸騰水型軽水炉については、東京電力ホー

ルディングス株式会社福島第一原子力発電所

原子炉施設のうち、１号炉、２号炉、３号炉

及び４号炉を除く。） 

緊急事態区分

における措置

の概要 

①～③ （略） （略） 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 緊急事態区分

における措置

の概要 

①～③ （略） 

④ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤

室の環境が悪化することにより原子炉の制

御に支障が生じること、又は原子炉若しく

は使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合

において、原子炉制御室に設置する原子炉

施設の状態を表示する装置若しくは原子炉

施設の異常を表示する警報装置の機能の一

部が喪失すること。 

（略） 

⑤～⑧ （略）  

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 

 

 

 

 

緊急事態区分

における措置

の概要 

①～③ （略） （略） 
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④ 原子炉制御室が使用できない場合に原子

炉制御室外操作盤室（沸騰水型軽水炉にあ

っては原子炉制御室外操作盤室又は緊急時

制御室）が使用できなくなること、又は使

用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に原

子炉施設の状態を表示する全ての装置若し

くは原子炉施設の異常を表示する全ての警

報装置（いずれも原子炉制御室（沸騰水型

軽水炉にあっては原子炉制御室及び緊急時

制御室）に設置されたものに限る。）が使

用できなくなること。 

⑤～⑥ （略） 

 

 

８．・９． （略） 

④ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤

室が使用できなくなることにより原子炉を

停止する機能及び冷温停止状態を維持する

機能が喪失すること、又は原子炉若しくは

使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に

おいて、原子炉制御室に設置する原子炉施

設の状態を表示する装置若しくは原子炉施

設の異常を表示する警報装置の全ての機能

が喪失すること。 

 

 

⑤～⑥ （略） 

 

 

８．・９． （略） 

13



  

1 

○
原
子
力
規
制
委
員
会
規
則
第 

 
 

号 

第
四
条
第
四
項
第
五
号
及
び
第
六
条

第
四
項
第
四
号
の
規
定
に
基

原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
に
基
づ
き
原
子
力
防
災
管
理
者
が
通
報
す
べ
き
事

象
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定

 

令
和 

年 
 

月 
 

 

日 

原
子
力
規
制
委
員
会
委
員
長 

山
中 

伸
介 

原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
に
基
づ
き
原
子
力
防
災
管
理
者
が
通
報
す
べ
き
事
象
等
に
関
す
る
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
規
則 

原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
に
基
づ
き
原
子
力
防
災
管
理
者
が
通
報
す
べ
き
事
象
等
に
関
す
る

四
年

文
部
科
学
省

経
済
産
業
省

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

次
の
表

改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改

改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応

し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た

そ
の
標
記
部
分
が

 

1
4



  

2 

同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改

そ
の
標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正

前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動

改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正

後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲

削

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前

欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲

加
え
る

 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

第
七
条 

令
第
四
条
第
四
項
第
五
号
の
原
子
力
規
制
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事

象

次
に
掲

 

一 

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
施
設
の
区
分
に
応

同
表
の
下

欄
に
掲
げ
る
も
の 

イ

 
 

 

チ 

使
用
済
燃
料
貯
蔵

槽
内
に
の
み
照
射
済

燃
料
集
合
体
が
存
在

す
る
原
子
炉
に
係
る

原
子
炉
の
運
転
等
の

た
め
の

発
電
用
原
子
炉
に
係

(1)

(3) 
 

(4) 

原
子
炉
制
御
室
及
び
原
子
炉
制
御
室
外

操
作
盤
室
の
環
境
が
悪
化
す
る
こ
と
に
よ

り
原
子
炉
の
制
御
に
支
障
が
生
じ
る
こ
と

は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
に
異
常
が
発

生
し
た
場
合

原
子
炉
制
御
室

に
設
置
す
る
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
表
示

す
る
装
置
若
し
く
は
原
子
炉
施
設
の
異
常

第
七
条 

令
第
四
条
第
四
項
第
五
号
の
原
子
力
規
制
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事

象

次
に
掲

 

一 

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
施
設
の
区
分
に
応

同
表
の
下

欄
に
掲
げ
る
も
の 

イ

 
 

 

チ 

使
用
済
燃
料
貯
蔵

槽
内
に
の
み
照
射
済

燃
料
集
合
体
が
存
在

す
る
原
子
炉
に
係
る

原
子
炉
の
運
転
等
の

た
め
の

発
電
用
原
子
炉
に
係

(1)

(3) 
 

(4) 

原
子
炉
制
御
室
及
び
原
子
炉
制
御
室
外

操
作
盤
室
の
環
境
が
悪
化
す
る
こ
と
に
よ

り
原
子
炉
の
制
御
に
支
障
が
生
じ
る
こ
と

は
原
子
炉
若
し
く
は
使
用
済
燃
料
貯

蔵
槽
に
異
常
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て

に
設
置
す
る
原
子
炉
施

設
の
状
態
を
表
示
す
る
装
置
若
し
く
は
原

1
5



  

3 

条
の
三
の
六
第
一
項

第
四
号
の
基
準
に
適

合

す

る

も

の

に

限

試
験
研
究
用
原
子
炉

施
設
及
び
照
射
済
燃

料
集
合
体
が
十
分
な

期
間
に
わ
た
り
冷
却

さ
れ
た
も
の
と
し
て

原
子
力
規
制
委
員
会

が
定
め
た
施
設
以
外

の
も
の 

を
表
示
す
る
警
報
装
置
の
機
能
の
一
部
が

喪
失

 

(5)

(7) 
 

リ
・
ヌ 

 
 

二 
 

 

第
十
四
条 

令
第
六
条
第
四
項
第
四
号
の
原
子
力
規
制
委
員
会
規
則
で
定
め
る

事
象

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
施
設
の
区
分
に
応

同
表

の
下
欄
に
掲

 

イ 

沸
騰
水
型
軽
水
炉

の
も

の
に
限

東
京
電

力
株
式
会
社
福
島
第

一
原
子
力
発
電
所
原

(1)

(10) 
 

(11) 

原
子
炉
制
御
室
が
使
用
で
き
な
い
場
合

に
原
子
炉
制
御
室
外
操
作
盤
室
若
し
く
は

緊
急
時
制
御
室
が
使
用
で
き
な
く
な
る
こ

と

又
は
原
子
炉
若
し
く
は
使
用
済
燃
料

条
の
三
の
六
第
一
項

第
四
号
の
基
準
に
適

合

す

る

も

の

に

限

試
験
研
究
用
原
子
炉

施
設
及
び
照
射
済
燃

料
集
合
体
が
十
分
な

期
間
に
わ
た
り
冷
却

さ
れ
た
も
の
と
し
て

原
子
力
規
制
委
員
会

が
定
め
た
施
設
以
外

の
も
の 

子
炉
施
設
の
異
常
を
表
示
す
る
警
報
装
置

の
機
能
の
一
部
が
喪
失

 

(5)

(7) 
 

リ
・
ヌ 

 
 

二 
 

 

第
十
四
条 

令
第
六
条
第
四
項
第
四
号
の
原
子
力
規
制
委
員
会
規
則
で
定
め
る

事
象

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
施
設
の
区
分
に
応

同
表

の
下
欄
に
掲

 

イ 

沸
騰
水
型
軽
水
炉

の
も

の
に
限

東
京
電

力
株
式
会
社
福
島
第

一
原
子
力
発
電
所
原

(1)

(10) 
 

(11) 

原
子
炉
制
御
室
及
び
原
子
炉
制
御
室
外

操
作
盤
室
が
使
用
で
き
な
く
な
る
こ
と
に

よ
り
原
子
炉
を
停
止
す
る
機
能
及
び
冷
温

停
止
状
態
を
維
持
す
る
機
能
が
喪
失
す
る

1
6



  

4 

子
炉
施
設

三
号
炉
及
び
四
号
炉

を
除

チ
に
お
い

て
同

係
る

原
子
炉
の
運
転
等
の

た
め
の

施
設
が
規
制
法
第
四

十
三
条
の
三
の
六
第

一
項
第
四
号
の
基
準

に
適
合
し
な
い
場
合

又
は
原
子
炉
容
器
内

に
照
射
済
燃
料
集
合

体
が
存
在
し
な
い
場

合
を
除

 

貯
蔵
槽
に
異
常
が
発
生
し
た
場
合
に
原
子

炉
施
設
の
状
態
を
表
示
す
る
全
て
の
装
置

若
し
く
は
原
子
炉
施
設
の
異
常
を
表
示
す

る
全
て
の

い
ず
れ
も
原
子
炉

制
御
室
及
び
緊
急
時
制
御
室
に
設
置
さ
れ

た
も
の
に
限

使
用
で
き
な
く
な

 

(12)
・
(13) 

 

 

ロ 

加
圧
水
型
軽
水
炉

の
も

の
に
限

係

る
原
子
炉
の
運
転
等

の
た
め
の

該
施
設
が
規
制
法
第

四
十
三
条
の
三
の
六

第
一
項
第
四
号
の
基

準
に
適
合
し
な
い
場

(1)

(9) 
 

(10) 

原
子
炉
制
御
室
が
使
用
で
き
な
い
場
合

に
原
子
炉
制
御
室
外
操
作
盤
室
が
使
用
で

き
な
く
な
る
こ
と

又
は
原
子
炉
若
し
く

は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
に
異
常
が
発
生
し

た
場
合
に
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
表
示
す

る
全
て
の
装
置
若
し
く
は
原
子
炉
施
設
の

異
常
を
表
示
す
る
全
て
の

い

ず
れ
も
原
子
炉
制
御
室
に
設
置
さ
れ
た
も

子
炉
施
設

三
号
炉
及
び
四
号
炉

を
除

係
る

原
子
炉
の
運
転
等
の

た
め
の

施
設
が
規
制
法
第
四

十
三
条
の
三
の
六
第

一
項
第
四
号
の
基
準

に
適
合
し
な
い
場
合

又
は
原
子
炉
容
器
内

に
照
射
済
燃
料
集
合

体
が
存
在
し
な
い
場

合
を
除

 

 

こ
と

又
は
原
子
炉
若
し
く
は
使
用
済
燃

料
貯
蔵
槽
に
異
常
が
発
生
し
た
場
合
に
お

原
子
炉
制
御
室
に
設
置
す
る
原
子

炉
施
設
の
状
態
を
表
示
す
る
装
置
若
し
く

は
原
子
炉
施
設
の
異
常
を
表
示
す
る
警
報

装
置
の
全
て
の
機
能
が
喪
失

 

 

(12)
・
(13) 

 

 

ロ 

加
圧
水
型
軽
水
炉

の
も

の
に
限

係

る
原
子
炉
の
運
転
等

の
た
め
の

該
施
設
が
規
制
法
第

四
十
三
条
の
三
の
六

第
一
項
第
四
号
の
基

準
に
適
合
し
な
い
場

(1)

(9) 
 

(10) 

原
子
炉
制
御
室
及
び
原
子
炉
制
御
室
外

操
作
盤
室
が
使
用
で
き
な
く
な
る
こ
と
に

よ
り
原
子
炉
を
停
止
す
る
機
能
及
び
冷
温

停
止
状
態
を
維
持
す
る
機
能
が
喪
失
す
る

こ
と

又
は
原
子
炉
若
し
く
は
使
用
済
燃

料
貯
蔵
槽
に
異
常
が
発
生
し
た
場
合
に
お

原
子
炉
制
御
室
に
設
置
す
る
原
子

炉
施
設
の
状
態
を
表
示
す
る
装
置
若
し
く

1
7



  

5 

合
又
は
原
子
炉
容
器

内
に
照
射
済
燃
料
集

合
体
が
存
在
し
な
い

場
合
を
除

 

の
に
限

使
用
で
き
な
く
な
る
こ

 

(11)
・
(12) 

 

 

ハ 
ナ
ト
リ
ウ
ム
冷
却

第
二
条
第
五
項
に
規

定
す
る
発
電
用
原
子

炉
に
限

係

る
原
子
炉
の
運
転
等

の
た
め
の

子
炉
容
器
内
に
照
射

済
燃
料
集
合
体
が
存

在
し
な
い
場
合
を
除

 

(1)

(8) 
 

(9) 

原
子
炉
制
御
室
が
使
用
で
き
な
い
場
合

に
原
子
炉
制
御
室
外
操
作
盤
室
が
使
用
で

き
な
く
な
る
こ
と

又
は
原
子
炉
若
し
く

は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
に
異
常
が
発
生
し

た
場
合
に
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
表
示
す

る
全
て
の
装
置
若
し
く
は
原
子
炉
施
設
の

異
常
を
表
示
す
る
全
て
の
警
報
装
置

い

ず
れ
も
原
子
炉
制
御
室
に
設
置
さ
れ
た
も

の
に
限

が
使
用
で
き
な
く
な
る
こ

 

(10)
・
(11) 

 

ニ

 
 

 

チ 

使
用
済
燃
料
貯
蔵

槽
内
に
の
み
照
射
済

燃
料
集
合
体
が
存
在

す
る
原
子
炉
に
係
る

原
子
炉
の
運
転
等
の

た
め
の

発
電
用
原
子
炉
に
係

(1)

(3) 
 

(4) 

原
子
炉
制
御
室
が
使
用
で
き
な
い
場
合

に
原
子
炉
制
御
室
外
操
作
盤
室

沸
騰
水

型
軽
水
炉

原
子
炉
制
御
室
外

操
作
盤
室
又
は
緊
急
時
制
御
室

が
使
用

で
き
な
く
な
る
こ
と

又
は
使
用
済
燃
料

貯
蔵
槽
に
異
常
が
発
生
し
た
場
合
に
原
子

合
又
は
原
子
炉
容
器

内
に
照
射
済
燃
料
集

合
体
が
存
在
し
な
い

場
合
を
除

 

は
原
子
炉
施
設
の
異
常
を
表
示
す
る
警
報

装
置
の
全
て
の
機
能
が
喪
失

 

(11)
・
(12) 

 

 

ハ 

ナ
ト
リ
ウ
ム
冷
却

第
二
条
第
五
項
に
規

定
す
る
発
電
用
原
子

炉
に
限

係

る
原
子
炉
の
運
転
等

の
た
め
の

子
炉
容
器
内
に
照
射

済
燃
料
集
合
体
が
存

在
し
な
い
場
合
を
除

 

(1)

(8) 
 

(9) 

原
子
炉
制
御
室
及
び
原
子
炉
制
御
室
外

操
作
盤
室
が
使
用
で
き
な
く
な
る
こ
と
に

よ
り
原
子
炉
を
停
止
す
る
機
能
及
び
冷
温

停
止
状
態
を
維
持
す
る
機
能
が
喪
失
す
る

こ
と

又
は
原
子
炉
若
し
く
は
使
用
済
燃

料
貯
蔵
槽
に
異
常
が
発
生
し
た
場
合
に
お

原
子
炉
制
御
室
に
設
置
す
る
原
子

炉
施
設
の
状
態
を
表
示
す
る
装
置
若
し
く

は
原
子
炉
施
設
の
異
常
を
表
示
す
る
警
報

装
置
の
全
て
の
機
能
が
喪
失

 

(10)
・
(11) 

 

ニ

 
 

 

チ 

使
用
済
燃
料
貯
蔵

槽
内
に
の
み
照
射
済

燃
料
集
合
体
が
存
在

す
る
原
子
炉
に
係
る

原
子
炉
の
運
転
等
の

た
め
の

発
電
用
原
子
炉
に
係

(1)

(3) 
 

(4) 

原
子
炉
制
御
室
及
び
原
子
炉
制
御
室
外

操
作
盤
室
が
使
用
で
き
な
く
な
る
こ
と
に

よ
り
原
子
炉
を
停
止
す
る
機
能
及
び
冷
温

停
止
状
態
を
維
持
す
る
機
能
が
喪
失
す
る

こ
と

又
は
原
子
炉
若
し
く
は
使
用
済
燃

料
貯
蔵
槽
に
異
常
が
発
生
し
た
場
合
に
お

1
8



  

6 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
規
則

公
布
の
日
か
ら
施
行

 

条
の
三
の
六
第
一
項

第
四
号
の
基
準
に
適

合

す

る

も

の

に

限

試
験
研
究
用
原
子
炉

施
設
及
び
照
射
済
燃

料
集
合
体
が
十
分
な

期
間
に
わ
た
り
冷
却

さ
れ
た
も
の
と
し
て

原
子
力
規
制
委
員
会

が
定
め
た
施
設
以
外

の
も
の 

炉
施
設
の
状
態
を
表
示
す
る
全
て
の
装
置

若
し
く
は
原
子
炉
施
設
の
異
常
を
表
示
す

る
全
て
の
警
報
装
置

い
ず
れ
も
原
子
炉

制
御
室

沸
騰
水
型
軽
水
炉

原
子
炉
制
御
室
及
び
緊
急
時
制
御
室

に

設
置
さ
れ
た
も
の
に
限

が
使
用
で

き
な
く
な
る

 

(5) 
 

 

リ
・
ヌ 

 
 

 

条
の
三
の
六
第
一
項

第
四
号
の
基
準
に
適

合

す

る

も

の

に

限

試
験
研
究
用
原
子
炉

施
設
及
び
照
射
済
燃

料
集
合
体
が
十
分
な

期
間
に
わ
た
り
冷
却

さ
れ
た
も
の
と
し
て

原
子
力
規
制
委
員
会

が
定
め
た
施
設
以
外

の
も
の 

原
子
炉
制
御
室
に
設
置
す
る
原
子

炉
施
設
の
状
態
を
表
示
す
る
装
置
若
し
く

は
原
子
炉
施
設
の
異
常
を
表
示
す
る
警
報

装
置
の
全
て
の
機
能
が
喪
失

 

   

(5) 
 

 

リ
・
ヌ 

 
 

 

 
 

1
9



 

改正 令和５年 月 日  原規総発第        号 原子力規制委員会決定 

 

 

   令和 年 月 日 

 

 

原子力規制委員会   

 

 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を判断する基準等の解説の一部

改正について 

 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を判断する基準等の解説（原規総発第

1707052 号）の一部を、別表により改正する。 

 

附 則 

この規程は、令和５年  月  日から施行する。 

 

 

別紙３ 
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1 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を判断する基準等の解説 

（新旧対照表） 
 

  

別表 
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2 
 

下線部分が改正部分 

改  正  後 改  正  前 

Ⅰ．～Ⅲ． （略） 

 

１．沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限り、東京電力株式会社福島第一

原子力発電所原子炉施設のうち、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉を除

く。）に係る原子炉の運転等のための施設（当該施設が炉規法第４３条の３

の６第１項第４号の基準に適合しない場合※又は原子炉容器内に照射済燃

料集合体が存在しない場合を除く。） 

（１）警戒事態を判断

するＥＡＬ 

（２）原災法第１０条

に基づく通報の判断

基準、施設敷地緊急事

態を判断するＥＡＬ 

（３）原災法第１５条に

基づく原子力緊急事態宣

言の判断基準、全面緊急

事態を判断するＥＡＬ 

① （略） 

 

 ① （略） 

 

②＜原子炉冷却機能

の異常（冷却材の漏え

い）＞ 

原子炉の運転中に

保安規定で定められ

た数値を超える原子

炉冷却材の漏えいが

起こり、定められた時

間内に定められた措

① （略） ② （略） 

Ⅰ．～Ⅲ． （略） 

 

１．沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限り、東京電力株式会社福島第一

原子力発電所原子炉施設のうち、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉を除

く。）に係る原子炉の運転等のための施設（当該施設が炉規法第４３条の３

の６第１項第４号の基準に適合しない場合※又は原子炉容器内に照射済燃

料集合体が存在しない場合を除く。） 

（１）警戒事態を判断

するＥＡＬ 

（２）原災法第１０条

に基づく通報の判断

基準、施設敷地緊急事

態を判断するＥＡＬ 

（３）原災法第１５条に

基づく原子力緊急事態宣

言の判断基準、全面緊急

事態を判断するＥＡＬ 

① （略） 

 

 ① （略） 

②＜原子炉冷却機能

の異常（冷却材の漏え

い）＞ 

原子炉の運転中に

保安規定（炉規法第４

３条の３の２４に規

定する保安規定をい

う。以下同じ。）で定め

られた数値を超える

① （略） ② （略） 
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3 
 

置を実施できないこ

と、又は原子炉の運転

中に非常用炉心冷却

装置の作動を必要と

する原子炉冷却材の

漏えいが発生するこ

と。 

 

 

 

③ （略） 

 

② （略） ③＜原子炉冷却機能の異

常（注水機能の喪失）＞ 

（略） 

 

（解説） 

原子炉への注水が行わ

れず原子炉が冷却されな

いことにより、炉心の損

傷に至る可能性が高いこ

とから、全面緊急事態の

判断基準とする。 

なお、１系統以上のＤ

Ｂ設備、ＳＡ設備又は特

定重大事故等対処施設に

原子炉冷却材の漏え

いが起こり、定められ

た時間内に定められ

た措置を実施できな

いこと、又は原子炉の

運転中に非常用炉心

冷却装置の作動を必

要とする原子炉冷却

材の漏えいが発生す

ること。 

③ （略） ② （略） ③＜原子炉冷却機能の異

常（注水機能の喪失）＞ 

（略） 

 

（解説） 

原子炉への注水が行わ

れず原子炉が冷却されな

いことにより、炉心の損

傷に至る可能性が高いこ

とから、全面緊急事態の

判断基準とする。 

なお、１系統以上のＤ

Ｂ設備又はＳＡ設備によ

り原子炉への注水がなさ

23



4 
 

より原子炉への注水がな

される場合には、炉心の

冷却が可能であることか

ら、全面緊急事態には該

当しないこととなる。 

④ （略） ③ （略） ⑤ （略） 

⑤＜電源供給機能の

異常（その１：交流電

源喪失）＞ 

（略） 

 

（解説） 

非常用交流母線か

らの電気の供給が停

止するという深刻な

状態又はそのおそれ

がある状態であるこ

とから、警戒事態の判

断基準とする。また、

外部電源が喪失して

いる状況が継続する

場合についても、交流

電源の喪失に至る可

能性があることから、

④ （略） ⑥ （略） 

れる場合には、炉心の冷

却が可能であることか

ら、全面緊急事態には該

当しないこととなる。 

 

④ （略） ③ （略） ⑤ （略） 

⑤＜電源供給機能の

異常（その１：交流電

源喪失）＞ 

（略） 

 

（解説） 

非常用交流母線か

らの電気の供給が停

止するという深刻な

状態又はそのおそれ

がある状態であるこ

とから、警戒事態の判

断基準とする。また、

外部電源が喪失して

いる状況が継続する

場合についても、交流

電源の喪失に至る可

能性があることから、

④ （略） ⑥ （略） 
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5 
 

警戒事態の判断基準

とする。 

「非常用交流母線」

とは、重大事故等の防

止に必要な電気を供

給する交流母線のこ

とをいう（以下この表

において同じ。）。 

「全ての非常用交

流母線からの電気の

供給が停止」とは、全

ての非常用交流母線

が外部電源、非常用デ

ィーゼル発電機及び

重大事故等の防止に

必要な電力の供給を

行うための常設代替

電源設備（特定重大事

故等対処施設に属す

るものを含む。）のい

ずれの電源からも受

電ができていないこ

とをいい、常用交流母

線からのみ電気が供

警戒事態の判断基準

とする。 

「非常用交流母線」

とは、重大事故等の防

止に必要な電気を供

給する交流母線のこ

とをいう（以下この表

において同じ。）。 

「全ての非常用交

流母線からの電気の

供給が停止」とは、全

ての非常用交流母線

が外部電源及び非常

用ディーゼル発電機

からの受電に失敗し、

かつ、常設代替電源設

備から受電ができて

いないことをいう。な

お、常用交流母線から

のみ電気が供給され

る場合も本事象に該

当する（以下この表に

おいて同じ。）。 

 

25



6 
 

給される場合も本事

象に該当する（以下こ

の表において同じ。）。 

 ⑤＜電源供給機能の

異常（その２：直流電

源喪失）＞ 

（略） 

 

（解説） 

使用可能な非常用

直流母線が残り１系

統及び直流電源（重大

事故等に対処するた

めの負荷へ直接電力

を供給するものを含

む。）が残り１つとな

った場合は、非常用直

流母線からの電気の

供給が停止するおそ

れがあることから、施

設敷地緊急事態の判

断基準とする。 

「当該直流母線に

電気を供給する電源」

⑦＜電源供給機能の異常

（その２：直流電源喪失）

＞ 

（略） 

 

（解説） 

原子炉施設の監視・制

御機能が著しく低下する

こと及び炉心冷却機能喪

失発生時のＥＣＣＳその

他の設備の起動ができな

くなることから、全面緊

急事態の判断基準とす

る。 

「全ての非常用直流母

線からの電気」とは、必

要な電力を確保できる原

子力事業所内の全ての直

流電源設備（重大事故等

に対処するための負荷へ

直接電力を供給するもの

 

 

 

 ⑤＜電源供給機能の

異常（その２：直流電

源喪失）＞ 

（略） 

 

（解説） 

使用可能な非常用

直流母線が残り１系

統及び直流電源が残

り１つとなった場合

は、非常用直流母線か

らの電気の供給が停

止するおそれがある

ことから、施設敷地緊

急事態の判断基準と

する。 

「当該直流母線に

電気を供給する電源」

とは、必要な電力を確

保できる原子力事業

所内の全ての直流電

⑦＜電源供給機能の異常

（その２：直流電源喪失）

＞ 

（略） 

 

（解説） 

原子炉施設の監視・制

御機能が著しく低下する

こと及び炉心冷却機能喪

失発生時のＥＣＣＳその

他の設備の起動ができな

くなることから、全面緊

急事態の判断基準とす

る。 

「全ての非常用直流母

線からの電気」とは、必

要な電力を確保できる原

子力事業所内の全ての直

流電源設備からの電気を

いう。 
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7 
 

とは、必要な電力を確

保できる原子力事業

所内の全ての直流電

源設備をいう。 

を含む。）からの電気をい

う。 

  ⑧ （略） 

⑥・⑦ （略） ⑥・⑦ （略） ⑨・⑩ （略） 

⑧＜原子炉制御室等

に関する異常＞ 

原子炉制御室及び

原子炉制御室外操作

盤室からの原子炉の

運転や制御に影響を

及ぼす可能性が生じ

ること。 

 

（解説） 

（略） 

 

⑧ （略） 

 

⑪＜原子炉制御室等に関

する異常＞ 

原子炉制御室が使用で

きない場合に原子炉制御

室外操作盤室若しくは緊

急時制御室が使用できな

くなること、又は原子炉

若しくは使用済燃料貯蔵

槽に異常が発生した場合

に原子炉施設の状態を表

示する全ての装置若しく

は原子炉施設の異常を表

示する全ての警報装置

（いずれも原子炉制御室

及び緊急時制御室に設置

されたものに限る。）が使

用できなくなること。 

 

源設備をいう。  

 

 

 

  ⑧ （略） 

⑥・⑦ （略） ⑥・⑦ （略） ⑨・⑩ （略） 

⑧＜原子炉制御室等

に関する異常＞ 

原子炉制御室及び

原子炉制御室外操作

盤室（実用発電用原子

炉及びその附属施設

の技術基準に関する

規則（平成２５年原子

力規制委員会規則第

６号）第３８条第４項

及び研究開発段階発

電用原子炉及びその

附属施設の技術基準

に関する規則（平成２

５年原子力規制委員

会規則第１０号）第３

７条第４項に規定す

る装置が施設された

⑧ （略） 

 

⑪＜原子炉制御室等に関

する異常＞ 

原子炉制御室及び原子

炉制御室外操作盤室が使

用できなくなることによ

り原子炉を停止する機能

及び冷温停止状態を維持

する機能が喪失するこ

と、又は原子炉若しくは

使用済燃料貯蔵槽に異常

が発生した場合におい

て、原子炉制御室に設置

する原子炉施設の状態を

表示する装置若しくは原

子炉施設の異常を表示す

る警報装置の全ての機能 

が喪失すること。 
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（解説） 

火災等により原子炉制

御室が使用できない場合

に原子炉制御室外操作盤

室又は緊急時制御室が使

用できなくなることによ

って、原子炉を停止した

後に冷温停止状態を維持

することができなくな

り、原子炉の安全な状態

を確保できなくなること

から、全面緊急事態の判

断基準とする。 

原子炉又は使用済燃料

貯蔵槽に異常が発生した

場合に、原子炉制御室及

び緊急時制御室からこれ

らを監視する機能の全て

が喪失することによっ

て、原子炉施設の安全な

状態を確保できなくなる

ことから併せて全面緊急

事態の判断基準とする。 

 ⑪ （略） ④ （略） 

室をいう。以下同じ。）

からの原子炉の運転

や制御に影響を及ぼ

す可能性が生じるこ

と。 

 

（解説） 

（略） 

（解説） 

火災等により原子炉制

御室及び原子炉制御室外

操作盤室が使用できなく

なることによって、原子

炉の安全な状態を確保で

きなくなることから、全

面緊急事態の判断基準と

する。 

原子炉又は使用済燃料

貯蔵槽に異常が発生した

場合に、原子炉制御室か

らこれらを監視する機能

の全てが喪失することに

よって、原子炉施設の安

全な状態を確保できなく

なることから併せて全面

緊急事態の判断基準とす

る。 

 

 

 

 

 ⑪ （略） ④ （略） 
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⑪ （略） ⑬ （略） ⑫ （略） 

⑨・⑩ （略） ⑨・⑩ （略）  

 ⑫＜原子炉格納容器

圧力逃がし装置の使

用＞ 

（略） 

 

（解説） 

原子炉格納容器の

圧力を低下させるこ

とにより、炉心の損傷

を防止することに成

功することが想定さ

れるが、原子炉格納容

器圧力逃がし装置（同

等の機能を有する設

備を含む。）を使用す

るという事象の重大

性に鑑み、施設敷地緊

急事態の判断基準と

する。 

 

 ⑭ （略） ⑬ （略） 

⑫―⑰ （略） ⑮ （略） ⑭ （略） 

 

⑪ （略） ⑬ （略） ⑫ （略） 

⑨・⑩ （略） ⑨・⑩ （略）  

 ⑫＜原子炉格納容器

圧力逃がし装置の使

用＞ 

（略） 

 

（解説） 

原子炉格納容器の

圧力を低下させるこ

とにより、炉心の損傷

を防止することに成

功することが想定さ

れるが、原子炉格納容

器圧力逃がし装置を

使用するという事象

の重大性に鑑み、施設

敷地緊急事態の判断

基準とする。 

 

 

 

 ⑭ （略） ⑬ （略） 

⑫―⑰ （略） ⑮ （略） ⑭ （略） 
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２．加圧水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉の運転等のた

めの施設（当該施設が炉規法第４３条の３の６第１項第４号の基準に適合

しない場合※又は原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除

く。） 

（１）警戒事態を判断

するＥＡＬ 

（２）原災法第１０条

に基づく通報の判断

基準、施設敷地緊急事

態を判断するＥＡＬ 

（３）原災法第１５条に

基づく原子力緊急事態宣

言の判断基準、全面緊急

事態を判断するＥＡＬ 

① （略） 

 

 ① （略） 

 

②～④（略） 

 

①～③ （略） ②・③・⑤ （略） 

 ④ （略） ⑥ （略） 

  ⑦ （略） 

⑤・⑥ （略） ⑤・⑥ （略） ⑧・⑨ （略） 

⑦ （略） ⑦ （略） ⑩＜原子炉制御室等に関

する異常＞ 

 原子炉制御室が使用で

きない場合に原子炉制御

室外操作盤室が使用でき

なくなること、又は原子

炉若しくは使用済燃料貯

蔵槽に異常が発生した場

合に原子炉施設の状態を

２．加圧水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉の運転等のた

めの施設（当該施設が炉規法第４３条の３の６第１項第４号の基準に適合

しない場合※又は原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除

く。） 

（１）警戒事態を判断

するＥＡＬ 

（２）原災法第１０条

に基づく通報の判断

基準、施設敷地緊急事

態を判断するＥＡＬ 

（３）原災法第１５条に

基づく原子力緊急事態宣

言の判断基準、全面緊急

事態を判断するＥＡＬ 

① （略） 

 

 ① （略） 

②～④ （略） 

 

①～③ （略） ②・③・⑤ （略） 

 ④ （略） ⑥ （略） 

  ⑦ （略） 

⑤・⑥ （略） ⑤・⑥ （略） ⑧・⑨ （略） 

⑦ （略） ⑦ （略） ⑩＜原子炉制御室等に関

する異常＞ 

 原子炉制御室及び原子

炉制御室外操作盤室が使

用できなくなることによ

り原子炉を停止する機能

及び冷温停止状態を維持

する機能が喪失するこ

と、又は原子炉若しくは
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表示する全ての装置若し

くは原子炉施設の異常を

表示する全ての警報装置

（いずれも原子炉制御室

に設置されたものに限

る。）が使用できなくなる

こと。 

 

 

（解説） 

火災等により原子炉制

御室が使用できない場合

に原子炉制御室外操作盤

室が使用できなくなるこ

とによって、原子炉を停

止した後に冷温停止状態

を維持することができな

くなり、原子炉の安全な

状態を確保できなくなる

ことから、全面緊急事態

の判断基準とする。 

原子炉又は使用済燃料

貯蔵槽に異常が発生した

場合に、原子炉制御室か

使用済燃料貯蔵槽に異常

が発生した場合におい

て、原子炉制御室に設置

する原子炉施設の状態を

表示する装置若しくは原

子炉施設の異常を表示す

る警報装置の全ての機能

が喪失すること。 

 

（解説） 

火災等により原子炉制

御室及び原子炉制御室外

操作盤室が使用できなく

なることによって、原子

炉の安全な状態を確保で

きなくなることから、全

面緊急事態の判断基準と

する。 

原子炉又は使用済燃料

貯蔵槽に異常が発生した

場合に、原子炉制御室か

らこれらを監視する機能

の全てが喪失することに

よって、原子炉施設の安
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らこれらを監視する機能

の全てが喪失することに

よって、原子炉施設の安

全な状態を確保できなく

なることから併せて全面

緊急事態の判断基準とす

る。 

 ⑩ （略） ④ （略） 

⑩ （略） ⑫ （略） ⑪ （略） 

⑧・⑨ （略） ⑧・⑨ （略）  

 ⑪ （略）  

 ⑬ （略） ⑫ （略） 

⑪－⑮ （略） ⑭ （略） ⑬ （略） 

 

３．ナトリウム冷却型高速炉（炉規法第２条第５項に規定する発電用原子炉

に限る。）に係る原子炉の運転等のための施設（原子炉容器内に照射済燃料

集合体が存在しない場合を除く。） 

（解説） 

（略） 

 

（１）警戒事態を判断

するＥＡＬ 

（２）原災法第１０条

に基づく通報の判断

基準、施設敷地緊急事

態を判断するＥＡＬ 

（３）原災法第１５条に

基づく原子力緊急事態宣

言の判断基準、全面緊急

事態を判断するＥＡＬ 

全な状態を確保できなく

なることから併せて全面

緊急事態の判断基準とす

る。 

 

 

 

 ⑩ （略） ④ （略） 

⑩ （略） ⑫ （略） ⑪ （略） 

⑧・⑨ （略） ⑧・⑨ （略）  

 ⑪ （略）  

 ⑬ （略） ⑫ （略） 

⑪－⑮ （略） ⑭ （略） ⑬ （略） 

 

３．ナトリウム冷却型高速炉（炉規法第２条第５項に規定する発電用原子炉

に限る。）に係る原子炉の運転等のための施設（原子炉容器内に照射済燃料

集合体が存在しない場合を除く。） 

（解説） 

（略） 

 

（１）警戒事態を判断

するＥＡＬ 

（２）原災法第１０条

に基づく通報の判断

基準、施設敷地緊急事

態を判断するＥＡＬ 

（３）原災法第１５条に

基づく原子力緊急事態宣

言の判断基準、全面緊急

事態を判断するＥＡＬ 
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  ① （略） 

 ① （略） ② （略） 

 ② （略）  

① （略） ③ （略） ④ （略） 

 ④ （略） ⑤ （略） 

  ⑥ （略） 

 ⑤ （略） ⑦ （略） 

② （略） ⑥ （略） ⑧ （略） 

③ （略） ⑦ （略） ⑨＜原子炉制御室等に関

する異常＞ 

原子炉制御室が使用で

きない場合に原子炉制御

室外操作盤室が使用でき

なくなること、又は原子

炉若しくは使用済燃料貯

蔵槽に異常が発生した場

合に原子炉施設の状態を

表示する全ての装置若し

くは原子炉施設の異常を

表示する全ての警報装置

（いずれも原子炉制御室

に設置されたものに限

る。）が使用できなくなる

こと。 

  ① （略） 

 ① （略） ② （略） 

 ② （略）  

① （略） ③ （略） ④ （略） 

 ④ （略） ⑤ （略） 

  ⑥ （略） 

 ⑤ （略） ⑦ （略） 

② （略） ⑥ （略） ⑧ （略） 

  ⑨＜原子炉制御室等に関

する異常＞ 

原子炉制御室及び原子

炉制御室外操作盤室が使

用できなくなることによ

り原子炉を停止する機能

及び冷温停止状態を維持

する機能が喪失するこ

と、又は原子炉若しくは

使用済燃料貯蔵槽に異常

が発生した場合におい

て、原子炉制御室に設置

する原子炉施設の状態を

表示する装置若しくは原

子炉施設の異常を表示す

る警報装置の全ての機能 
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（解説） 

火災等により原子炉制

御室が使用できない場合

に原子炉制御室外操作盤

室が使用できなくなるこ

とによって、原子炉を停

止した後に冷温停止状態

を維持することができな

くなり、原子炉の安全な

状態を確保できなくなる

ことから、全面緊急事態

の判断基準とする。 

原子炉又は使用済燃料

貯蔵槽において異常が発

生した場合は、原子炉制

御室からこれらを監視す

る機能の全てが喪失する

ことによって、原子炉施

設の安全な状態を確保で

きなくなることから併せ

て全面緊急事態の判断基

準とする。 

が喪失すること。 

 

（解説） 

火災等により原子炉制

御室及び原子炉制御室外

操作盤室が使用できなく

なることによって、原子

炉の安全な状態を確保で

きなくなることから、全

面緊急事態の判断基準と

する。 

原子炉又は使用済燃料

貯蔵槽において異常が発

生した場合は、原子炉制

御室からこれらを監視す

る機能の全てが喪失する

ことによって、原子炉施

設の安全な状態を確保で

きなくなることから併せ

て全面緊急事態の判断基

準とする。 

「冷温停止」とは、も

んじゅにおいては、低温

停止をいう。 
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「冷温停止」とは、も

んじゅにおいては、低温

停止をいう。 

 ⑩ （略） ③ （略） 

⑥ （略） ⑪ （略） ⑩ （略） 

④・⑤ （略） ⑧・⑨ （略）  

 ⑫ （略） ⑪ （略） 

⑦―⑪ （略） ⑬ （略） ⑫ （略） 

 

４．～６． （略） 

 

７．使用済燃料貯蔵槽内にのみ照射済燃料集合体が存在する原子炉に係る原

子炉の運転等のための施設（実用発電用原子炉に係るものにあっては、炉

規法第４３条の３の６第１項第４号の基準に適合するものに限る。）であっ

て、試験研究用原子炉施設及び照射済燃料集合体が十分な期間にわたり冷

却されたものとして原子力規制委員会が定めた施設以外のもの 

（１）警戒事態を判断

するＥＡＬ 

（２）原災法第１０条

に基づく通報の判断

基準、施設敷地緊急事

態を判断するＥＡＬ 

（３）原災法第１５条に

基づく原子力緊急事態宣

言の判断基準、全面緊急

事態を判断するＥＡＬ

（沸騰水型軽水炉につい

ては、東京電力ホールデ

ィングス株式会社福島第

一原子力発電所原子炉施

 

 

 

 ⑩ （略） ③ （略） 

⑥ （略） ⑪ （略） ⑩ （略） 

④・⑤ （略） ⑧・⑨ （略）  

 ⑫ （略） ⑪ （略） 

⑦―⑪ （略） ⑬ （略） ⑫ （略） 

 

４．～６． （略） 

 

７．使用済燃料貯蔵槽内にのみ照射済燃料集合体が存在する原子炉に係る原

子炉の運転等のための施設（実用発電用原子炉に係るものにあっては、炉

規法第４３条の３の６第１項第４号の基準に適合するものに限る。）であっ

て、試験研究用原子炉施設及び照射済燃料集合体が十分な期間にわたり冷

却されたものとして原子力規制委員会が定めた施設以外のもの 

（１）警戒事態を判断

するＥＡＬ 

（２）原災法第１０条

に基づく通報の判断

基準、施設敷地緊急事

態を判断するＥＡＬ 

（３）原災法第１５条に

基づく原子力緊急事態宣

言の判断基準、全面緊急

事態を判断するＥＡＬ 
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設のうち、１号炉、２号

炉、３号炉及び４号炉を

除く。） 

① （略） ① （略） ① （略） 

 ② （略） ② （略） 

② （略） ③ （略） ③ （略） 

③ （略） ④＜原子炉制御室等

に関する異常＞ 

 原子炉制御室及び

原子炉制御室外操作

盤室の環境が悪化す

ることにより原子炉

の制御に支障が生じ

ること、又は使用済燃

料貯蔵槽に異常が発

生した場合において、

原子炉制御室に設置

する原子炉施設の状

態を表示する装置若

しくは原子炉施設の

異常を表示する警報

装置の機能の一部が

喪失すること。 

 

④＜原子炉制御室等に関

する異常＞ 

原子炉制御室が使用で

きない場合に原子炉制御

室外操作盤室（沸騰水型

軽水炉にあっては原子炉

制御室外操作盤室又は緊

急時制御室）が使用でき

なくなること、又は使用

済燃料貯蔵槽に異常が発

生した場合に原子炉施設

の状態を表示する全ての

装置若しくは原子炉施設

の異常を表示する全ての

警報装置（いずれも原子

炉制御室（沸騰水型軽水

炉にあっては原子炉制御

室及び緊急時制御室）に

 

 

 

① （略） ① （略） ① （略） 

 ② （略） ② （略） 

②・③ （略） ③ （略） ③ （略） 

③ （略） ④＜原子炉制御室等

に関する異常＞ 

 原子炉制御室及び

原子炉制御室外操作

盤室の環境が悪化す

ることにより原子炉

の制御に支障が生じ

ること、又は原子炉若

しくは使用済燃料貯

蔵槽に異常が発生し

た場合において、原子

炉制御室に設置する

原子炉施設の状態を

表示する装置若しく

は原子炉施設の異常

を表示する警報装置

の機能の一部が喪失

すること。 

④＜原子炉制御室等に関

する異常＞ 

原子炉制御室及び原子

炉制御室外操作盤室が使

用できなくなることによ

り原子炉を停止する機能

及び冷温停止状態を維持

する機能が喪失するこ

と、又は原子炉若しくは

使用済燃料貯蔵槽に異常

が発生した場合におい

て、原子炉制御室に設置

する原子炉施設の状態を

表示する装置若しくは原

子炉施設の異常を表示す

る警報装置の全ての機能 

が喪失すること。 
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（解説） 

火災等により原子

炉制御室及び原子炉

制御室外操作盤室の

環境が悪化すること

によって、原子炉の安

全な状態を確保でき

なくなる可能性が高

いことから施設敷地

緊急事態の判断基準

とする。 

使用済燃料貯蔵槽

において異常が発生

した場合は、原子炉制

御室からこれらを監

視する機能の一部が

喪失することによっ

て、原子炉施設の安全

な状態を確保できな

くなる可能性が高い

ことから併せて施設

敷地緊急事態の判断

基準とする。 

設置されたものに限る。）

が使用できなくなるこ

と。 

 

（解説） 

火災等により原子炉制

御室が使用できない場合

において、同時に原子炉

制御室外操作盤室（沸騰

水型軽水炉にあっては原

子炉制御室外操作盤室又

は緊急時制御室）が使用

できなくなることによ

り、原子炉の安全な状態

を確保できなくなること

から、全面緊急事態の判

断基準とする。 

使用済燃料貯蔵槽に異

常が発生した場合は、原

子炉制御室（沸騰水型軽

水炉にあっては原子炉制

御室及び緊急時制御室）

からこれらを監視する機

能の全てが喪失すること

 

（解説） 

火災等により原子

炉制御室及び原子炉

制御室外操作盤室の

環境が悪化すること

によって、原子炉の安

全な状態を確保でき

なくなる可能性が高

いことから施設敷地

緊急事態の判断基準

とする。 

原子炉又は使用済

燃料貯蔵槽において

異常が発生した場合

は、原子炉制御室から

これらを監視する機

能の一部が喪失する

ことによって、原子炉

施設の安全な状態を

確保できなくなる可

能性が高いことから

併せて施設敷地緊急

事態の判断基準とす

 

 

 

 

（解説） 

火災等により原子炉制

御室及び原子炉制御室外

操作盤室が使用できなく

なることにより、原子炉

の安全な状態を確保でき

なくなることから、全面

緊急事態の判断基準とす

る。 

原子炉又は使用済燃料

貯蔵槽に異常が発生した

場合は、原子炉制御室か

らこれらを監視する機能

の全てが喪失することに

よって、原子炉施設の安

全な状態を確保できなく

なることから併せて全面

緊急事態の判断基準とす

る。 
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によって、原子炉施設の

安全な状態を確保できな

くなることから併せて全

面緊急事態の判断基準と

する。 

④・⑤ （略） ⑤・⑥ （略）  

 ⑦ （略） ⑤ （略） 

⑥―⑪ （略） ⑧ （略） ⑥ （略） 

 

８．・９． （略） 

る。  

 

 

 

 

④・⑤ （略） ⑤・⑥ （略）  

 ⑦ （略） ⑤ （略） 

⑥―⑪ （略） ⑧ （略） ⑥ （略） 

 

８．・９． （略） 
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様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡＬ
区分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界の放射線量上昇

GE0
1
敷地境界の放射線量上昇

0
2
－ －

SE0
2
放射性物質通常経路放出

GE0
2
放射性物質通常経路放出

0
3
－ － － － － －

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による放射性物質放出

GE0
4
火災爆発等による放射性物質放出

0
5
－ － － － － －

0
6
－ － － － － －

止め
る

1
1
AL1
1

非常停止が必要な場合において、
制御棒を挿入できず、出力低下が
確認できない

SE1
1

非常停止が必要な場合において、
独立中性子吸収材を挿入できず、
出力低下が確認できない －

【該当なし】「原子炉停止機能喪
失」かつ「原子炉冷却能力の喪
失」
【該当なし】原子炉冷却機能の異
常（冷却材の漏えい）

冷
や
す

－
【該当なし】原子炉冷却機能の異
常（冷却材の漏えい）

－
【該当なし】原子炉冷却機能の異
常（冷却材の漏えい）

－
【該当なし】停止中の原子炉に関
する異常

－
【該当なし】停止中の原子炉に関
する異常

－
【該当なし】停止中の原子炉に関
する異常

－ － － － －
【該当なし】原子炉冷却機能の異
常（炉心損傷の検出）

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － －

GE4
2
障壁の喪失（炉心損傷の検出）

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
AL5
1
原子炉制御室の操作、監視機能の
喪失のおそれ

SE5
1
原子炉制御室の操作、監視機能の
喪失

－
【該当なし】原子炉制御室の操作、
監視機能の喪失

5
2
AL5
2
所内外通信連絡機能の一部喪失

SE5
2
所内外通信連絡機能の全て喪失 － －

5
3
AL5
3
火災・溢水による安全機能の一部
喪失

－ － － －

5
4
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
4
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
4
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

5
5
－ － － － － －

5
6
－ －

SE5
6
施設内(原子炉外)臨界事故のおそ
れ

GE5
6
施設内(原子炉外)での臨界事故

事業所
外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量率の上
昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量率の異
常上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質の異
常漏えい

①近畿大学原子力研究所のＥＡＬ

令和２年９月届出原子力事業者防災業務計画

様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡＬ
区分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界の放射線量上昇

GE0
1
敷地境界の放射線量上昇

0
2
－ －

SE0
2
放射性物質通常経路放出

GE0
2
放射性物質通常経路放出

0
3
－ － － － － －

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による放射性物質放出

GE0
4
火災爆発等による放射性物質放出

0
5
－ － － － － －

0
6
－ － － － － －

止め
る

1
1
－ ー ー －

－

ー

冷
や
す

－ ー － － ー

－ ー － ー － ー

－ － － － － ー

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － － － －

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － －

－
－ －

5
2
－ － － － － －

5
3
－ － － － － －

5
4
－ － － － － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

5
6
－ －

SE5
6
施設内(原子炉外)臨界事故のおそ
れ

GE5
6
施設内(原子炉外)での臨界事故

事業所
外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量率の上
昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量率の異
常上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質の異
常漏えい

令和５年３月届出原子力事業者防災業務計画

※： 表中の「緑色のハッチング」は、通報規則等で定められた通報事象であることを示す。

別紙４

1
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様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での放射
性物質の放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)臨界事故のおそ
れ

GE0
6
施設内（原子炉外）での臨界事故

止
め
る

1
1
－ －

SE1
1
原子炉停止の失敗または停止確認
不能 GE1

1

原子炉停止機能及び冷却機能の喪
失

冷
や
す

－ －
SE2
2
原子炉冷却機能の喪失

－ － － － － －

2
8
－ － － － － －

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － － － －

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ －

SE5
1
原子炉制御室の一部の機能喪失・
警報喪失

－ －

5
2
AL5
2
所内外通信連絡機能の一部喪失

SE5
2
所内外通信連絡機能の全て喪失 － －

5
3
－ － － － － －

5
4
－ － － － － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

5
6
－ － － － － －

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

②日本原子力研究開発機構原子力科学研究所ＮＳＲＲのＥＡＬ

※： 表中の「緑色のハッチング」は、通報規則等で定められた通報事象であることを示す。

様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物
質の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物
質の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外で
の放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外で
の放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での放
射性物質の放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)臨界事故のお
それ

GE0
6
施設内（原子炉外）での臨界事故

止
め
る

1
1
－ － － －

－
－

冷
や
す

－ － － －

－ － － － － －

2
8
－ － － － － －

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － － － －

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － － － － －

5
2
－ ー － ー － －

5
3
－ － － － － －

5
4
－ － － － － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の
設置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が
必要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

5
6
－ － － － － －

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上
昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏
えい

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

令和２年８月届出原子力事業者防災業務計画 令和５年６月届出原子力事業者防災業務計画

※： 表中の「黄色網掛け」は、今回の修正箇所であることを示す。
2
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様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡＬ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物
質の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物
質の放出

0
3
－ － － － － －

0
4
－ －

SE0
4

火災爆発等による管理区域外で
の放射線の放出 GE0

4

火災爆発等による管理区域外で
の放射線の異常放出

0
5
－ －

火災爆発等による管理区域外で
の放射性物質の放出

火災爆発等による管理区域外での放
射性物質の異常放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)での臨界事故

GE0
6
施設内(原子炉外)での臨界事故

止める
1
1
－ － － －

－ －

冷
や
す

－ － － －

－ － － － － －

2
8
－ － － － － －

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － －

GE4
2
障壁の喪失（炉心損傷の検出）

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － － － － －

5
2
－ － － － － －

5
3
－ － － － － －

5
4
－ － － － － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の
設置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が
必要な事象発生

GE5
5
住民の屋内退避を開始する必要
がある事象発生

5
6
－ － － － － －

事業所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬放射線量異常

XGE
61
事業所外運搬放射線量異常

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏
えい

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏
えい

③京都大学複合原子力科学研究所ＫＵＣＡのＥＡＬ

※： 表中の「緑色のハッチング」は、通報規則等で定められた通報事象であることを示す。

令和３年３月届出原子力事業者防災業務計画

様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡＬ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物
質の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物
質の放出

0
3
－ － － － － －

0
4
－ －

SE0
4

火災爆発等による管理区域外で
の放射線の放出 GE0

4

火災爆発等による管理区域外で
の放射線の異常放出

0
5
－ －

火災爆発等による管理区域外で
の放射性物質の放出

火災爆発等による管理区域外での放
射性物質の異常放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)での臨界事故

GE0
6
施設内(原子炉外)での臨界事故

止める
1
1
－ － － －

－ －

冷
や
す

－ － － －

－ － － － － －

2
8
－ － － － － －

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － － － －

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － － － － －

5
2
－ － － － － －

5
3
－ － － － － －

5
4
－ － － － － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の
設置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が
必要な事象発生

GE5
5
住民の屋内退避を開始する必要
がある事象発生

5
6
－ － － － － －

事業所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬放射線量異常

XGE
61
事業所外運搬放射線量異常

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏
えい

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏
えい

令和４年１０月届出原子力事業者防災業務計画

※： 表中の「黄色網掛け」は、今回の修正箇所であることを示す。
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様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の異常放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での放
射性物質の異常放出

0
6
－ － － － － －

止
め
る

1
1
－ － － －

－ －

冷
や
す

－ － － －

－ － － － － －

2
8
－ － － － － －

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － － － －

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － － － － －

5
2
－ －

SE5
2
所内外通信連絡機能の全て喪失 － －

5
3
－ － － － － －

5
4
－ － － － － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

5
6
－ － － － － －

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の異常
上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質の漏
えい

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質の異
常漏えい

④東京大学大学院工学系研究科原子力専攻のＥＡＬ

※： 表中の「緑色のハッチング」は、通報規則等で定められた通報事象であることを示す。

令和３年１０月届出原子力事業者防災業務計画

様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の異常放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での放
射性物質の異常放出

0
6
－ － － － － －

止
め
る

1
1
－ － － －

－ －

冷
や
す

－ － － －

－ － － － － －

2
8
－ － － － － －

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － － － －

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － － － － －

5
2
－ － － － － －

5
3
－ － － － － －

5
4
－ － － － － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

5
6
－ － － － － －

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の異常
上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質の漏
えい

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質の異
常漏えい

令和５年４月届出原子力事業者防災業務計画

※： 表中の「黄色網掛け」は、今回の修正箇所であることを示す。
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様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)臨界事故のおそ
れ

GE0
6
施設内（原子炉外）での臨界事故

止め
る
1
1
－ － － － － －

冷
や
す

－ － － － － －

－ － － － － －

2
8
－ － － － － －

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － － － －

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － － － － －

5
2
AL5
2
所内外通信連絡機能の一部喪失

SE5
2
所内外通信連絡機能の全て喪失 － －

5
3
－ － － － － －

5
4
－ － － － － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

5
6
－ － － － － －

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

⑤日本原子力研究開発機構原子力科学研究所（使用施設、埋設施設）のＥＡＬ

※： 表中の「緑色のハッチング」は、通報規則等で定められた通報事象であることを示す。

令和２年８月届出原子力事業者防災業務計画

様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)臨界事故のおそ
れ

GE0
6
施設内（原子炉外）での臨界事故

止め
る
1
1
－ － － － － －

冷
や
す

－ － － － － －

－ － － － － －

2
8
－ － － － － －

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － － － －

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － － － － －

5
2
－ － － － － －

5
3
－ － － － － －

5
4
－ － － － － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

5
6
－ － － － － －

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

令和５年６月届出原子力事業者防災業務計画

※： 表中の「黄色網掛け」は、今回の修正箇所であることを示す。 5
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様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)臨界事故のおそ
れ

GE0
6
施設内（原子炉外）での臨界事故

止め
る
1
1
－ － － － － －

冷
や
す

－ － － － － －

－ － － － － －

2
8
－ － － － － －

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － － － －

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － － － － －

5
2
AL5
2
所内外通信連絡機能の一部喪失

SE5
2
所内外通信連絡機能の全て喪失 － －

5
3
－ － － － － －

5
4
－ － － － － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

5
6
－ － － － － －

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

⑥日本原子力研究開発機構大洗研究所（使用施設、廃棄物管理施設）のＥＡＬ

※： 表中の「緑色のハッチング」は、通報規則等で定められた通報事象であることを示す。

令和２年８月届出原子力事業者防災業務計画

様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)臨界事故のおそ
れ

GE0
6
施設内（原子炉外）での臨界事故

止め
る
1
1
－ － － － － －

冷
や
す

－ － － － － －

－ － － － － －

2
8
－ － － － － －

閉
じ
込
め
る

4
1
－ － － － － －

4
2
－ － － － － －

4
3
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － － － － －

5
2
－ － － － － －

5
3
－ － － － － －

5
4
－ － － － － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

5
6
－ － － － － －

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

令和５年５月届出原子力事業者防災業務計画

※： 表中の「黄色網掛け」は、今回の修正箇所であることを示す。
6
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様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)臨界事故のおそ
れ

GE0
6
施設内（原子炉外）での臨界事故

止め
る
1
1
－ － － －

GE1
1
【適用外】原子炉停止の失敗又は
停止確認不能

冷
や
す

2
1

SE2
1
【適用外】原子炉冷却材漏えい時における
非常用炉心冷却装置作動

－ －

2
3

SE2
3
【適用外】残留熱除去機能の喪失

GE2
3
【適用外】全ての冷却機能の喪失

2
6
AL2
6
【適用外】全交流電源喪失のおそ
れ

SE2
6
【適用外】全交流電源の５分間以
上喪失

GE2
6
【適用外】全交流電源の30分間以
上喪失

２
７

SE2
7
直流電源の部分喪失

GE2
7
直流電源の5分間以上喪失

2
8

GE2
8
【適用外】炉心損傷の検出

２
９
AL2
9
停止中の原子炉冷却機能の一部喪
失のおそれ

SE2
9
停止中の原子炉冷却機能の喪失

GE2
9
停止中の原子炉冷却機能の完全喪
失

３
０
AL3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失
のおそれ

SE3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失

GE3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪
失・放射線放出

閉
じ
込
め
る

4
1

SE4
1
【適用外】格納容器健全性喪失の
おそれ

GE4
1
【適用外】格納容器圧力の異常上
昇

4
2
AL4
2
【適用外】単一障壁の喪失又は喪
失の可能性

SE4
2
【適用外】2つの障壁の喪失また

は喪失の可能性
GE4
2
【適用外】2つの障壁の喪失及び1
つの障壁の喪失又は喪失の可能性

そ
の
他
脅
威

5
1
AL5
1
原子炉制御室他の機能喪失のおそ
れ

AL5
1
原子炉制御室の一部の機能喪失・
警報喪失

GE5
1
原子炉制御室他の機能喪失・警報
喪失

5
2
AL5
2
所内外通信連絡機能の一部喪失

SE5
2
所内外通信連絡機能の全て喪失 － －

5
3
AL5
3
重用区域での火災・溢水による安
全機能の一部喪失のおそれ

SE5
3
火災・溢水による安全機能の一部
喪失

－ －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

⑦日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅのＥＡＬ

※： 表中の「緑色のハッチング」は、通報規則等で定められた通報事象であることを示す。

令和４年４月届出原子力事業者防災業務計画 令和４年１２月届出原子力事業者防災業務計画

様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)臨界事故のおそ
れ

GE0
6
施設内（原子炉外）での臨界事故

止め
る
1
1
－ － － － － －

冷
や
す

2
1

－ － － －

2
3

－ － － －

2
6
－ － － － － －

２
７

－ － － －

2
8

－ －

２
９
－ － － － － －

３
０
AL3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失
のおそれ

SE3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失

GE3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪
失・放射線放出

閉
じ
込
め
る

4
1

－ － － －

4
2
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － － － － －

5
2
AL5
2
所内外通信連絡機能の一部喪失

SE5
2
所内外通信連絡機能の全て喪失 － －

5
3
AL5
3
重用区域での火災・溢水による安
全機能の一部喪失のおそれ

SE5
3
火災・溢水による安全機能の一部
喪失

－ －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

※： 表中の「黄色網掛け」は、今回の修正箇所であることを示す。
7
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様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での放
射性物質の放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)臨界事故のおそ
れ

GE0
6
施設内（原子炉外）での臨界事故

止め
る
1
1
－ －

SE1
1
原子炉停止の失敗又は停止確認不

能
GE1
1
停止機能及び冷却機能の喪失

冷
や
す

2
1
AL2
1
原子炉冷却材の漏えい

SE2
1
原子炉冷却材漏えい時における非常用炉心
冷却装置作動

－ ー

2
2

SE2
2
原子炉冷却材漏えい時における非
常用冷却装置による注水不能

－ ー

2
5
AL2
5
全交流電源喪失

２
７

2
8

GE2
8
炉心損傷のおそれ

２
９
AL2
9
停止中の原子炉冷却機能の一部喪
失

SE2
9
停止中の原子炉冷却機能の喪失

GE2
9
停止中の原子炉冷却機能の完全喪
失

３
０
AL3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失
のおそれ

SE3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失

GE3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪
失・放射線放出

閉
じ
込
め
る

4
1

4
2
AL4
2
単一障壁の喪失

SE4
2

2つの障壁の喪失
GE4
2
2つの障壁の喪失及び1つの障壁の

喪失又は喪失

そ
の
他
脅
威

5
1
AL5
1
原子炉制御室他の機能喪失のおそ
れ

SE5
1
原子炉制御室機能喪失・警報喪失 － －

5
2
AL5
2
所内外通信連絡機能の一部喪失

SE5
2
所内外通信連絡機能の全て喪失 － －

5
3
AL5
3
重用区域での火災・溢水による安
全機能の一部喪失

SE5
3
火災・溢水による安全機能の一部
喪失

－ －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

⑧日本原子力研究開発機構大洗研究所ＪＭＴＲのＥＡＬ

※： 表中の「緑色のハッチング」は、通報規則等で定められた通報事象であることを示す。

令和４年４月届出原子力事業者防災業務計画 令和５年５月届出原子力事業者防災業務計画

様式 警戒事態該当連絡 10条通報

ＥＡ
Ｌ区
分

警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

0
1
－ －

SE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

GE0
1
敷地境界付近の放射線量の上昇

0
2
－ －

SE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

GE0
2
通常放出経路での気体放射性物質
の放出

0
3
－ －

SE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

GE0
3
通常放出経路での液体放射性物質
の放出

0
4
－ －

SE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

GE0
4
火災爆発等による管理区域外での
放射線の放出

0
5
－ －

SE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

GE0
5
火災爆発等による管理区域外での
放射性物質の放出

0
6
－ －

SE0
6
施設内(原子炉外)臨界事故のおそ
れ

GE0
6
施設内（原子炉外）での臨界事故

止め
る
1
1
－ － － － － －

冷
や
す

2
1
－ － － － － －

2
2

－ － － －

2
5
－ －

２
７

2
8

－ －

２
９
－ － － － － －

３
０
AL3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失
のおそれ

SE3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失

GE3
0
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪
失・放射線放出

閉
じ
込
め
る

4
1

4
2
－ － － － － －

そ
の
他
脅
威

5
1
－ － － － － －

5
2
－ － － ー － －

5
3
－ － ー ー － －

5
5
－
（原子力規制委員長等が警戒本部の設
置を判断した場合等）

SE5
5
防護措置の準備及び一部実施が必
要な事象発生

GE5
5
住民の避難を開始する必要がある
事象発生

事業
所外
運搬

－ －
XSE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

XGE
61
事業所外運搬での放射線量の上昇

－ －
XSE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

XGE
62
事業所外運搬での放射性物質漏え
い

※： 表中の「黄色網掛け」は、今回の修正箇所であることを示す。
8
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1 
 

緊急時対応レベル（EAL）の見直しについて（案） 

 

令和５年３月２０日 

原 子 力 規 制 庁 

緊 急 事 案 対 策 室 

 

１．概要 

第９回から第１１回の緊急時活動レベルの見直し等への対応に係る会合において、以下の３ステ

ップのうち、ステップ１、２まで検討を行った。ステップ３では、ステップ１及び２を踏まえ、事故

進展に応じたプラントの状態から、警戒事態、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態の具体的な EAL 判

断基準を検討する。 

ステップ１ 事故進展の整理 

ステップ２ 事故時の対応手順の整理 

ステップ３ EAL 判断基準の検討 

 

２．EAL 判断基準の検討 

各 EAL の記載について、原子力災害対策指針、関連規則類及び原子力事業者防災業務計画の改正

方針を整理した。 

 

（１）改正の範囲 

今回の検討では、現在の EAL の枠組みに基づき、特定重大事故等対処施設（以下「特重施設」とい

う。）の審査の実績がある沸騰水型軽水炉（BWR）を対象とし、以下について改正することとしたい。 

①原子力災害対策指針（以下「指針」という。） 

②原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則（平

成２４年文部科学省・経済産業省令第２号。以下「通報規則」という。） 

③原子力災害対策指針の緊急事態区分を判断する基準等の解説（原規総発第 1707052 号。以下

「解説内規」という。） 

なお、原子力事業者においては、原子力事業者防災業務計画（以下「業務計画」という。）の改正

が必要となる。 

 

（２）改正の方向性 

これまでの検討のステップ１及び２の結果を踏まえ、①指針、②通報規則、③解説内規及び④業務

計画について、それぞれの改正の方向性を以下の通り整理した。 

  

資料２ 
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参考１　第11回緊急時活動レベルの見直し等への対応に係る会合　資料２




2 
 

各 EAL の改正の方向性 

 

事故時の対応手順等の検討結果 

改正の方向性 

 ①指針 
②通報規

則 
③解説内規 ④業務計画 

1 EAL11 原子炉停止機能の異常 

AL： 原子炉の運転中に原子炉保護回路の 1チ

ャンネルから原子炉停止信号が発信され、

その状態が一定時間継続された場合におい

て、当該原子炉停止信号が発信された原因

を特定できないこと、又は原子炉の非常停

止が必要な場合において、原子炉制御室か

らの制御棒の挿入操作により原子炉を停止

することができないこと、若しくは停止し

たことを確認することができないことを

EAL 判断基準としている。 

原子炉制御室から特重施設である緊急時

制御室へ原子炉停止を指示した後に緊急時

制御室にて停止操作するのは時間遅れがあ

ることから、即応性が求められる本 AL の判

断にはなじまないため、EAL 判断基準に追

加しない。 

 

GE: 原子炉の非常停止が必要な場合におい

て、全ての停止操作により原子炉を停止す

ることができないこと、または停止したこ

とを確認することができないことを EAL 判

断基準としている。 

緊急時制御室からのすみやかな原子炉停

止が可能なことから、EAL 判断基準に追加

する。 

AL 

改正不要 

（特定重大事故等対処施設、重大事故等対処施設

及び自主対策設備（以下「特重施設等」という。）

を考慮しない） 

SE  

GE 

改正不要 

(指針の「全ての停止操作により

原子炉を停止することができな

いこと」に緊急時制御室からの

原子炉停止操作が含まれる。) 

特重施設等考慮 

左記の解釈を明

文化する。 

2 EAL21原子炉冷却機能の異常(冷却材の漏えい) 

AL: 原子炉の運転中に保安規定（炉規法第４

３条の３の２４に規定する保安規定をい

う。以下同じ。）で定められた数値を超える

原子炉冷却材の漏えいが起こり、定められ

た時間内に定められた措置を実施できない

こと、又は原子炉の運転中に非常用炉心冷

却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の

漏えいが発生することを EAL 判断基準とし

ている。 

特重施設等による炉心注水は、大規模な

原子炉冷却材の漏えい時に炉心の損傷を防

止できる性能がないことから、EAL 判断基

準に追加しない。 

SE: 原子炉の運転中に非常用炉心装置の作動

を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生

した場合において、非常用炉心冷却装置及

び原子炉隔離時冷却系に係る装置並びにこ

れらと同等の機能を有する設備（以下「非常

用炉心冷却装置等」という。）のうち当該原

AL 

改正不要 

（特重施設等を考慮しない） 
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事故時の対応手順等の検討結果 

改正の方向性 

 ①指針 
②通報規

則 
③解説内規 ④業務計画 

子炉へ高圧又は低圧で注水するもののいず

れかによる注水が直ちにできないことを

EAL 判断基準としている。 

特重施設等による炉心注水は、大規模な

原子炉冷却材の漏えい時に炉心の損傷を防

止できる性能がないことから、EAL 判断基

準に追加しない。 

なお、中小規模の原子炉冷却材の漏えい

時は特重施設等により一定時間炉心注水が

可能であり、炉心の損傷を一時的に遅延す

ることができるが、原子炉冷却材の漏えい

事象発生時に運転員等が直ちに漏えいの規

模を判断することが困難であることから、

大規模な原子炉冷却材の漏えい時と同様の

扱いとする。 

GE: 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の

作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが

発生した場合において、全ての非常用炉心

冷却装置等による注水が直ちにできないこ

とを EAL 判断基準としている。 

特重施設等による炉心注水は、大規模な

原子炉冷却材の漏えい時に炉心の損傷を防

止できる性能がないことから、EAL 判断基

準に追加しない。 

なお、中小規模の原子炉冷却材の漏えい

時は特重施設等により一定時間炉心注水が

可能であり、炉心の損傷を一時的に遅延す

ることができるが、原子炉冷却材の漏えい

事象発生時に運転員等が直ちに漏えいの規

模を判断することが困難であることから、

大規模な原子炉冷却材の漏えい時と同様の

扱いとする。 

SE 

GE 

3 EAL22 原子炉冷却機能の異常 

AL: 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての

給水機能が喪失することを EAL 判断基準と

している。 

「原子炉への全ての給水機能が喪失」と

は、常用の給復水系に係る設備により注水

できないことをいうため、特重施設等はEAL

判断基準に追加しない。 

AL 

改正不要 

（特重施設等を考慮しない） 
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事故時の対応手順等の検討結果 

改正の方向性 

 ①指針 
②通報規

則 
③解説内規 ④業務計画 

SE: 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての

給水機能が喪失した場合において、非常用

炉心冷却装置等のうち当該原子炉へ高圧で

注水するものによる注水が直ちにできない

ことを EAL 判断基準としている。 

当該原子炉へ高圧で注水するものが対象

のため、特重施設等は EAL 判断基準に追加

しない。 

GE: 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての

給水機能が喪失した場合において、全ての

非常用炉心冷却装置等による注水が直ちに

できないことを EAL 判断基準としている。 

特重施設等による炉心注水により炉心損

傷防止が可能であるため、EAL 判断基準に

追加する。 

SE 

GE 

改正不要 

(指針の「全ての非

常用炉心冷却装置

等」に特重施設等

が含まれると解釈

する。) 

特重施設考慮 

左記の解釈を明文化する。 

4 EAL23 原子炉冷却機能の異常（残留熱除去機能

喪失） 

AL: 原子炉の運転中に主復水器による当該原

子炉から熱を除去する機能が喪失した場合

において、当該原子炉から残留熱を除去す

る機能の一部が喪失することを EAL 判断基

準としている。 

仮に特重施設等の残留熱除去機能により

回避可能であっても、パラメータベースで

GE に至るため、EAL 判断基準に追加しない。 

SE: 原子炉の運転中に主復水器により当該原

子炉から熱を除去できない場合において、

残留熱除去系装置等により当該原子炉から

残留熱を直ちに除去できないことを EAL 判

断基準としている。 

仮に特重施設等の残留熱除去機能により

回避可能であっても、パラメータベースで

GE に至るため、EAL 判断基準に追加しない。 

GE: 原子炉の運転中に主復水器により当該原

子炉から熱を除去できない場合において、

残留熱除去系装置等によって当該原子炉か

ら残留熱を直ちに除去できないときに、原

子炉格納容器の圧力抑制機能が喪失するこ

とを EAL 判断基準としている。 

特重施設等による残留熱除去機能を用い

てもサプレッションプール水の平均温度は

１００℃に到達し「原子炉格納容器の圧力

抑制機能が喪失」を回避できないため、EAL

判断基準に追加しない。 

改正不要 

（特重施設等による GE回避不可） 
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事故時の対応手順等の検討結果 

改正の方向性 

 ①指針 
②通報規

則 
③解説内規 ④業務計画 

5 EAL25 電源供給機能の異常（交流電源喪失） 

AL: 非常用交流母線が一となった場合におい

て当該非常用交流母線に電気を供給する電

源が一となる状態が１５分間以上継続する

こと、全ての非常用交流母線からの電気の

供給が停止すること、又は外部電源喪失が

３時間以上継続することを EAL 判断基準と

している。 

特重施設等で炉心損傷を回避できること

から非常用交流母線の対象に高圧母線（特

重）を追加することが可能であるため、EAL

判断基準に追加する。 

SE,GE：非常用交流高圧母線からの電気の供給

が停止した時点からの経過時間に基づく

EAL 判断基準となっていることから追加の

必要は無い。 

AL 

改正不要 

(指針の「非常用交

流母線」に特重施

設等が含まれると

解釈する。) 

特重施設考慮 

左記の解釈を明文化する。 

SE 

GE 

6 EAL27 電源供給機能の異常（直流電源喪失） 

SE: 非常用直流母線が一となった場合におい

て、当該直流母線に電気を供給する電源が

一となる状態が５分間以上継続することを

EAL 判断基準としている。 

蓄電池（３系統目）等は事故時に必要な

負荷へ供給可能なことから、非常用直流母

線へ供給可能な直流電源として蓄電池（３

系統目）等の重大事故等対処施設を考慮す

ることが可能であるため、EAL 判断基準に

追加する。 

GE: 全ての非常用直流母線からの電気の供給

が停止し、かつ、その状態が５分間以上継

続することを EAL 判断基準としている。 

蓄電池（３系統目）等は事故時に必要な

負荷へ供給可能なことから、非常用直流母

線へ供給可能な直流電源として蓄電池（３

系統目）等の重大事故等対処施設を考慮す

ることが可能であるため、EAL 判断基準に

追加する。 

AL  

SE 

GE 

改正不要 

(指針の「非常用直

流母線」に SA施設

が含まれると解釈

する。) 

SA 施設考慮 

（蓄電池（３系統目）等を追

加する） 

柏崎刈羽原子力発電所のよう

に「非常用直流母線」を経由

せずに負荷に供給する電源も

含めるよう修正する。 

7 EAL29 停止中の原子炉に関する異常 

AL: 原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が

水位低設定値まで低下することを EAL 判

断基準としている。 

パラメータ(水位）を踏まえた EAL 判断基

準となっていることから、追加の必要はな

い。 

SE: 原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が

非常用炉心冷却装置(当該原子炉へ低圧で

注水するものに限る。）が作動する水位まで

低下した場合において、全ての非常用炉心

 

改正不要 

（特重施設等を考慮しない） 
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事故時の対応手順等の検討結果 

改正の方向性 

 ①指針 
②通報規

則 
③解説内規 ④業務計画 

冷却装置による注水ができないことを EAL

判断基準としている。 

特重施設等により炉心露出を回避できな

いことから、EAL 判断基準に追加しない 

GE: 原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が

非常用炉心冷却装置（当該原子炉へ低圧で

注水するものに限る。）が作動する水位ま

で低下した場合において、全ての非常用炉

心冷却装置等による注水ができないこと

を EAL 判断基準としている。 

特重施設等により炉心露出を回避できな

いことから、EAL 判断基準に追加しない 

8 EAL30 使用済燃料貯蔵槽に関する異常 

AL: 使用済燃料貯蔵槽の水位が一定の水位ま

で低下することを EAL 判断基準としてい

る。 

パラメータ(水位）を踏まえた EAL 判断基

準となっていることから、追加の必要はな

い。 

SE: 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できない

こと、又は当該貯蔵槽の水位を維持できて

いないおそれがある場合において、当該貯

蔵槽の水位を測定できないことを EAL 判

断基準としている。 

パラメータ(水位）を踏まえた EAL 判断基

準となっていることから、追加の必要はな

い。 

GE: 使用随燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集

合体の頂部から上方２メートルの水位まで

低下すること、又は当該水位まで低下して

いるおそれがある場合において、当該貯蔵

槽の水位を測定できないことを EAL 判断基

準としている。 

パラメータ(水位）を踏まえた EAL 判断基

準となっていることから、追加の必要はな

い。 

 

改正不要 

（パラメータで判断） 

9 EAL41 原子炉格納容器機能の異常 

SE: 原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇

率が一定時間にわたって通常の運転及び停

止中において想定される上昇率を超えるこ

とを EAL 判断基準としている。 

パラメータ（圧力、温度）を踏まえた EAL

判断基準となっていることから、追加の必

要はない。 

GE: 原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該

格納容器の設計上の最高使用圧力又は最高

使用温度に達することを EAL 判断基準とし

AL  

SE 

改正不要 

（パラメータで判断） 

 

GE 
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事故時の対応手順等の検討結果 

改正の方向性 

 ①指針 
②通報規

則 
③解説内規 ④業務計画 

ている。 

パラメータ（圧力、温度）を踏まえた EAL

判断基準となっていることから、追加の必

要はない。 

10 EAL42 障壁の喪失 

AL: 燃料被覆管若しくは原子炉冷却系障壁が

喪失するおそれがあること、又は、燃料被

覆管障壁若しくは原子炉冷却系障壁が喪失

することを EAL 判断基準としている。 

パラメータ（原子炉水位等）を踏まえた

EAL 判断基準となっていることから、追加

の必要はない。 

SE: 燃料被覆管の障壁が喪失した場合におい

て原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれが

あること、燃料被覆管の障壁及び原子炉冷

却系の障壁が喪失するおそれがあること、

又は燃料被覆管の障壁若しくは原子炉冷却

系の障壁が喪失するおそれがある場合にお

いて原子炉格納容器の障壁が喪失すること

を EAL 判断基準としている。 

パラメータ（原子炉水位等）を踏まえた

EAL 判断基準となっていることから、追加

の必要はない。 

GE: 燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障

壁が喪失した場合において、原子炉格納容

器の障壁が喪失するおそれがあることを

EAL 判断基準としている。 

パラメータ（原子炉水位等）を踏まえた

EAL 判断基準となっていることから、追加

の必要はない。 

AL 

改正不要 

（パラメータで判断） 

SE 

GE 

11 EAL43 原子炉格納容器圧力逃がし装置の使用 

SE： 原子炉の炉心の損傷が発生していない場

合において、炉心の損傷を防止するために

原子炉格納容器圧力逃がし装置を使用する

ことを EAL 判断基準としている。 

耐圧強化ベント系等は格納容器圧力逃が

し装置と同等以上の効果を有する措置を行

うための設備であるため、EAL 判断基準に

追加する。 

AL  

SE 

改正不要 

(指針の「原子炉

格納容器圧力逃が

し装置」に耐圧強

化ベント系等が含

まれると解釈す

る。) 

SA 施設考慮 

左記の解釈を明文化する。 

 

GE  
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事故時の対応手順等の検討結果 

改正の方向性 

 ①指針 
②通報規

則 
③解説内規 ④業務計画 

12 EAL51 原子炉制御室等に関する異常 

AL: 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤

室からの原子炉の運転や制御に影響を及ぼ

す可能性が生じることを EAL 判断基準とし

ている。 

中央制御室又は原子炉制御室操作盤から

原子炉の運転や制御が可能なため、特重施

設である緊急時制御室は EAL 判断基準に追

加しない。 

SE: 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤

室の環境が悪化することにより原子炉の制

御に支障が生じること、又は原子炉若しく

は使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合

において、原子炉制御室に設置する原子炉

施設の状態を表示する装置若しくは原子炉

施設の異常を表示する警報装置の機能の一

部が喪失することを EAL 判断基準としてい

る。 

中央制御室又は原子炉制御室操作盤から

原子炉の運転や制御が可能なため、特重施

設である緊急時制御室は EAL 判断基準に追

加しない。 

GE: 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤

室が使用できなくなることにより原子炉を

停止する機能及び冷温停止状態を維持する

機能が喪失すること、又は原子炉若しくは

使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に

おいて、原子炉制御室に設置する原子炉施

設の状態を表示する装置若しくは原子炉施

設の異常を表示する警報装置の全ての機能

が喪失することを EAL 判断基準としてい

る。 

特重施設である緊急時制御室から原子炉

の停止が可能であり、原子炉制御室外操作

盤室における冷温停止状態の維持機能と組

み合わせることが可能であること、また、

緊急時制御室から原子炉施設の状態を監視

できることから、EAL 判断基準に追加する。 

AL 

改正不要 

（特重施設等を考慮しない） 

SE 

GE 

特重施設考慮 

（特重施設である緊急時制御室を追加する） 
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事故時の対応手順等の検討結果 

改正の方向性 

 ①指針 
②通報規

則 
③解説内規 ④業務計画 

13 EAL52 事業所内通信設備又は外部への通信設備 

AL(SE): 原子力事業所内の通信のための設備

又は原子力事業所内と原子力事業所外との

通信のための設備の一部（SE:全て）の機能

が喪失することをEAL判断基準としている。 

特重施設の通信設備は所内外へ連絡可能

であることから、所内外へ連絡可能な通信

設備の一つとして整理することとし、EAL判

断基準に追加する。 

ただし、特重施設の要員と通信設備が限

られていることを鑑み、事業者が具体的な

EAL 判断基準を策定する際に、必要な通信

機能が確保され適切な連絡が行えることを

個別に確認する。なお、自主対策設備の通

信設備は既に EAL 判断基準に含まれてい

る。 

AL 

改正不要 

(特重施設等が含まれる) 

 

特重施設考慮 

（通信について

具体的な規定が

あり、特重施設を

追加） 

 

SE 

GE 

 

14 EAL53 火災又は溢水の発生 

AL: 重要区域1において、火災又は溢水が発生

し、安全上重要な構築物、系統又は機器（以

下「安全機器等」という。）の機能の一部が

喪失するおそれがあることを EAL 判断基準

としている。 

炉心損傷の回避が可能な特重施設等につ

いて、「安全機器等」に該当すると解釈し

EAL 判断基準に追加する。 

SE: 火災又は溢水が発生し、安全機器等の機

能の一部が喪失することを EAL 判断基準と

している。 

炉心損傷の回避が可能な特重施設等につ

いて、「安全機器等」に該当すると解釈し

EAL 判断基準に追加する。 

AL 

改正不要 

(指針の「安全機器等」に特重施

設等が含まれると解釈する。) 

 

特重施設考慮 

安全機器等に炉

心損傷回避可能

な重大事故等対

処施設（SA 設備）

及び特重施設を

追加する。 

SE 

GE  

 

 

 

 

 
1 原子力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成すべき原子力事業者防災業務計画等に関する命令（平成二十四
年文部科学省・経済産業省令第四号）第２条第２項第８号に規定する重要区域をいう。 
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３．今後のスケジュール（案） 

次回４月に指針等の具体的な改正案について会合で議論し、会合で合意を得られた場合、以下の日

程で進めることとする。 

令和５年５月頃   本会合の結果の報告及び指針等の改正案について原子力規制委員会に諮る 

令和５年７月頃 パブリックコメントの結果について原子力規制委員会に諮る 

指針等の公布及び施行 

 

この間の、指針等の施行から原子力事業者防災業務計画の修正までの間の通報の運用については、 

①特定重大事故等対処施設の運用開始を見据えて、指針等は公布とほぼ同時に施行することとした

い。 

②原子力事業者は、指針等の改正を踏まえ原子力事業者防災業務計画の修正を検討し、修正が必要

な場合は所定の手続きを行い修正の届出をする。 

③修正が必要な原子力事業者において、施行から届出までの間の運用（施行日以降において見直し

た EAL を用いた通報の運用）について、協議中の都道府県知事及び市町村長と調整した結果を含

め、文書での提出を依頼する。 

以上 
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原子力施設がどの程度の状態（緊急事態区分）であるかを判断するため、
あらかじめ設定した原子力施設や自然災害の状況（レベル）

＊原子力施設の設備の損傷状態
＊放射性物質の閉じ込め機能の状態
＊地震等の発生による原子力施設の状態 など

緊急時活動レベル（EAL）とは

1

参考２

※「原子力施設の安全を確保する設備」は主として「止める」「冷やす」「閉じ込める」役割を持つもので構成されている。

緊急事態区分
AL

(Alert)
SE

(Site area Emergency)
GE

(General Emergency)

具体的な
緊急活動レベル

（EAL）

原子力施設の安全を確保する設備※に
影響を与えうる次のような場合
（例）

所在市町村で震度6弱以上の地震
全交流電源の喪失
燃料の残留熱を除去する機能が一
部喪失

など

様々な種類の原子力施設の安全を確保する
設備※のうち、その一部がバックアップを
含めて失われる次のような場合
（例）

全交流電源の喪失が30分以上継続
燃料の残留熱を除去する機能が喪失

など

「止める」「冷やす」「閉じ込める」が
一部又は全部機能せず、放射性物質が放
出される可能性が高くなる次のような場
合
（例）

全交流電源の喪失が１時間以上継続
燃料の残留熱を除去する機能が喪失し
ているときに、格納容器の圧力上昇を
止められない状況

など

緊急事態区分
の内容

• 原子力施設の安全を確保する設備※

に不具合・トラブルが発生するお
それがり、この時点において、公
衆への放射線による影響やそのお
それが緊急のものではない状況

• 要支援者の避難準備などの防護措
置の準備を開始する段階

• 原子力施設の安全を確保する設備※に不
具合・トラブルがあり、このまま放置
すると公衆に対する放射線による影響
が懸念される状況

• 原子力施設の周辺地域における要支援
者避難や一般住民の予防的な防護措置
の準備を開始する必要がある段階

• 原子力施設において公衆に放射線によ
る影響をもたらす可能性が非常に高い
状況

• 放射線の影響によるリスクを回避・低
減するため、迅速な防護措置を実施す
る段階

原子力施設における緊急事態の初期の段階において、避難等の防護措置を予防的に実施するために、原子力施設の状態に応じた
３段階を緊急事態区分として設定
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区分

緊急事態区分 警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態

EALの例

AL
(Alert)

所在市町村で震度6弱
以上の地震 など

SE
(Site area Emergency)

全交流電源の喪失が30分
以上継続 など

GE
(General Emergency)

全交流電源の喪失が１
時間以上継続 など

防護
措置

PAZ
（Precautionary 
Action Zone）

※ 原子力発電所から
おおむね5km

施設敷地緊急事態に避
難が必要な方の避難準
備（避難先、輸送手段
の確保）

施設敷地緊急事態に避難
が必要な方の避難
そのほかの方の避難準備
安定ヨウ素剤の服用準備
（配布等）

そのほかの方の避難
安定ヨウ素剤の服用

UPZ
（Urgent Protection 

action planning 
Zone）

※ 原子力発電所から
おおむね5～30km

住民の方の屋内退避準備 住民の方の屋内退避
避難や一時移転など
の準備
安定ヨウ素剤の服用
準備

UPZ外
※ 原子力発電所から

おおむね30km～

避難準備への協力 施設敷地緊急事態に避難
が必要な方の避難の受入
れ
避難準備への協力

避難の受入れ
避難や一時移転など
の準備への協力

緊急事態区分と防護措置の関係

2
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ＥＡＬ区分 警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

放
射
線
量
・

放
射
性
物
質
放
出

01 － － SE01 敷地境界付近の放射線量の上昇 GE01 敷地境界付近の放射線量の上昇

02 － － SE02 通常放出経路での気体放射性物質の放出 GE02 通常放出経路での気体放射性物質の放出

03 － － SE03 通常放出経路での液体放射性物質の放出 GE03 通常放出経路での液体放射性物質の放出

04 － － SE04 火災爆発等による管理区域外での放射線の放出 GE04 火災爆発等による管理区域外での放射線の異常放出

05 － － SE05 火災爆発等による管理区域外での放射性物質の放出 GE05 火災爆発等による管理区域外での放射性物質の異常放出

06 － － SE06 施設内(原子炉外)臨界事故のおそれ GE06 施設内(原子炉外)での臨界事故

止める 11 AL11 原子炉停止機能の異常のおそれ － － GE11 原子炉停止の失敗又は停止確認不能

冷
や
す

21 AL21 原子炉冷却材の漏えい SE21 原子炉冷却材漏えい時における非常用炉心冷却装置による一部注水不能 GE21 原子炉冷却材漏えい時における非常用炉心冷却装置による注水不能

22 AL22 原子炉給水機能の喪失 SE22 原子炉注水機能喪失のおそれ GE22 原子炉注水機能の喪失

23 AL23 原子炉除熱機能の一部喪失 SE23 残留熱除去機能の喪失 GE23 残留熱除去機能喪失後の圧力制御機能喪失

24 AL24 蒸気発生器給水機能喪失のおそれ SE24 蒸気発生器給水機能の喪失 GE24 蒸気発生器給水機能喪失後の非常用炉心冷却装置注水不能

25 AL25 全交流電源喪失のおそれ SE25 全交流電源の３０分間以上喪失 GE25 全交流電源の１時間以上喪失

27 － － SE27 直流電源の部分喪失 GE27 全直流電源の５分間以上喪失

28 － － － － GE28 炉心損傷の検出

29 AL29 停止中の原子炉冷却機能の一部喪失 SE29 停止中の原子炉冷却機能の喪失 GE29 停止中の原子炉冷却機能の完全喪失

30 AL30 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失のおそれ（新基準炉） SE30 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失（新基準炉） GE30 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失・放射線放出（新基準炉）

31 － － － － － －

閉
じ
込
め
る

41 － － SE41 格納容器健全性喪失のおそれ GE41 格納容器圧力の異常上昇

42 AL42 単一障壁の喪失又は喪失可能性 SE42 ２つの障壁の喪失又は喪失可能性 GE42 ２つの障壁喪失及び１つの障壁の喪失又は喪失可能性

43 － － SE43 原子炉格納容器圧力逃し装置の使用 － －

そ
の
他
脅
威

51 AL51 原子炉制御室他の機能喪失のおそれ SE51 原子炉制御室の一部の機能喪失・警報喪失 GE51 原子炉制御室の機能喪失・警報喪失

52 AL52 所内外通信連絡機能の一部喪失 SE52 所内外通信連絡機能の全て喪失 － －

53 AL53 重要区域での火災・溢水による安全機能の一部喪失のおそれ SE53 火災・溢水による安全機能の一部喪失 － －

55 － （ 委員長又は委員長代行が警戒本部の設置を判断した場合） SE55 防護措置の準備及び一部実施が必要な事象発生 GE55 住民の避難を開始する必要がある事象発生

事業所外
運搬

－ － XSE61 事業所外運搬での放射線量率の上昇 XGE61事業所外運搬での放射線量率の異常上昇

－ － XSE62 事業所外運搬での放射性物質漏えい XGE62事業所外運搬での放射性物質の異常漏えい

B

P
B

新規制基準に適合した原子力発電所におけるＥＡＬ

3

凡例： BWRプラント特有の事象

PWRプラント特有の事象

B
P
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